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令和２年 第４７９号 

 

（主 文） 

原判決中、被告人Ｂに関する部分を破棄する。 

被告人Ｂを懲役２年６月に処する。 

被告人Ｂに対し、原審における未決勾留日数中２００日をその刑に算

入する。 

検察官の被告人Ａに対する本件控訴及び被告人Ａの本件控訴は、いず

れもこれを棄却する。 

（理 由） 

（以下、用語については、原判決の記述に従う。公判供述ないし証言及び書

証は断りのない限り、原審のものである。また、括弧内の人名と頁数は、当

該証人の証人尋問調書又は当該被告人の被告人質問調書の該当頁を示す。） 

第１ 本件控訴の概要及び控訴趣意 

 本件は、サステナブル補助金事件につき、被告人両名が有罪となり、経常

費補助金事件及び特別支援教育費事件につき、被告人Ａは有罪、被告人Ｂは

無罪となったため、検察官及び被告人両名から、それぞれ控訴の申立てがな

された事案である。 

 検察官の控訴の趣意は、検察官山本真千子作成の控訴趣意書に記載のとお

りであるから、これを引用する。その論旨は、事実誤認の主張である。すな

わち、経常費補助金事件及び特別支援教育費事件につき、被告人Ｂの関係で

は、被告人Ｂには故意の全部ないし一部や被告人Ａとの共謀が認められない

として、被告人Ｂを無罪とした点で、また、被告人Ａの関係では、被告人両

名による共同正犯であるのに被告人Ａの単独犯を認定した点で、いずれも原

判決には判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認がある、というもの

である。 



2 

 被告人両名の控訴の趣意は、前弁護人甲、同乙、同丙、同丁及び同戊連名

作成の控訴趣意書並びに「控訴趣意書の訂正及び補充書」と題する書面に各

記載のとおりであるから、これらを引用する。 

１ 被告人Ａの控訴趣意の論旨は、事実誤認、法令適用の誤り及び量刑不

当の主張である。すなわち、事実誤認の主張は、①サステナブル補助金事件

につき、故意も P1 らとの共謀もないのに、これらを認定した点で、②経常

費補助金事件につき、被告人Ａが専任園長に、被告人Ｂが専任教員に、それ

ぞれ該当しないことについては未必の故意にとどまるのに、確定的故意を認

定した点で、③特別支援教育費事件につき、全ての障がい幼児に関する府市

補助金等の交付申請に詐欺の欺罔行為及び故意を認定した点で、いずれも原

判決には判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認がある、というもの

である。法令適用の誤りの主張は、被告人Ａに詐欺の欺罔行為や故意、共謀

が認められるとしても、補助金等不正受交付罪が適用されるべきであるのに

詐欺罪ないし詐欺未遂罪を適用した点で、原判決には判決に影響を及ぼすこ

とが明らかな法令適用の誤りがある、というものである。また、量刑不当の

主張は、被告人Ａを懲役５年に処した原判決の量刑は、重過ぎて不当である、

というものである。 

２ 被告人Ｂの控訴趣意の論旨も、事実誤認、法令適用の誤り及び量刑不

当の主張である。すなわち、事実誤認の主張は、サステナブル補助金事件に

つき、故意も P1 らとの共謀もないのに、これらを認定した点で、原判決に

は判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認がある、というものである。

法令適用の誤りの主張は、被告人Ｂに詐欺の故意や共謀が認められるとして

も、補助金等不正受交付罪が適用されるべきであるのに詐欺罪を適用した点

で、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令適用の誤りがある、というもの

である。また、量刑不当の主張は、被告人Ｂを懲役３年、５年間執行猶予に

処した原判決の量刑は、重過ぎて不当である、というものである。 
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 弁護人の答弁は、上記前弁護人ら連名作成の答弁書記載のとおりであり、

検察官の答弁は、検察官田畑光行作成の答弁書記載のとおりであるから、こ

れらを引用する。 

 当審における事実取調べを経た後の弁護人及び検察官の弁論は、順に、主

任弁護人南出喜久治作成の「弁論要旨」と題する書面並びに検察官山口智子

及び同佐々木洋二郎連名作成の「弁論要旨」と題する書面に各記載のとおり

であるから、これらを引用する。 

そこで、記録を調査し、当審における事実取調べの結果を併せて検討する。 

なお、弁護人の事実取調べを経た後の上記弁論は、事実取調べの結果に基

づくものに限られるべき本来の範囲を大きく逸脱している上、控訴趣意書の

内容の敷衍ないし補充とも異なる新たな主張まで含むもので、その多くが不

適法な主張であるが、職権調査として、それらの一部についても判断を示す

こととする。 

第２ 事実誤認の論旨について 

 １ サステナブル補助金事件について 

  原判決が認定した更正決定後の罪となるべき事実の概要は、次のとお

りである。 

被告人Ａは、Ｃ学園の理事長として、その業務全般を統括していたもの、

被告人Ｂは、Ｃ学園のため、被告人Ａが行う業務を補佐するなどしていたも

のであるが、被告人両名は、Ｃ学園が大阪府豊中市所在の土地に小学校の校

舎等を建設することに関し、国土交通省から事務事業者に選定されたＤ協議

会が先導的な木質化建築事業を実施する建築主等に対して補助金対象事業の

採択以降に着手した実施設計及び建設工事を対象として交付する間接補助金

であるサステナブル補助金について、Ｄ協議会から同補助金をだまし取ろう

と考え、Ｅ社の取締役である P1 らと共謀の上、真実は、平成２６年７月頃

にＣ学園とＥ社との間で報酬額を３２００万円とする建築設計・監理業務委



4 

託契約を締結した上で、遅くとも平成２７年３月頃には実施設計に着手して

いたのに、かつ、同年１２月頃にＣ学園とＦ工業との間で締結した建設工事

請負契約の工事代金額は１４億４０００万円であったのに、平成２８年２月

下旬頃、Ｄ協議会事務所に対し、Ｃ学園が事業提案申請をした同補助金対象

事業の採択日である平成２７年９月４日以降に実施設計に着手し、建築設計

・監理業務委託契約の報酬額が１億４１２５万円であるかのように装った内

容虚偽の同日付けＣ学園とＥ社間の「建築設計・監理業務委託契約書」の写

し、建設工事請負契約の工事代金額が２２億８００万円であるかのように装

った内容虚偽の同年１２月３日付けＣ学園とＦ工業間の「工事請負契約書」

の写し等と共に、同年１０月８日付けでＤ協議会に決定させていた平成２７

年度における同補助金の交付予定額５６４４万８０００円のうちの４８２９

万８０００円を申請額とする「中間実績報告書」、「請求書」等を郵送送付

し、その頃、Ｄ協議会代表理事らに、前記各契約書の契約内容及び申請内容

は真実であり、申請額どおりに同補助金をＣ学園に交付すべきである旨誤信

させて、Ｃ学園に交付すべき同補助金の額を４８２９万８０００円と決定さ

せ、平成２８年３月、同額をＣ学園名義の普通預金口座に振込入金させ、さ

らに、前記代表理事らが前記各契約書の契約内容は真実であると誤信してい

るのに乗じ、平成２９年１月下旬頃、Ｄ協議会事務所に対し、建設工事が平

成２７年度の予定出来高に達した旨記載した「実施報告書」と共に、前記交

付予定額５６４４万８０００円のうち未交付であった８１５万円を申請額と

する「実績報告書」、「請求書」等を郵送送付し、その頃、前記代表理事ら

に、前同様に誤信させ、平成２７年度におけるＣ学園に交付すべき同補助金

の額を５６４４万８０００円であると確定させた上、Ｃ学園に更に交付すべ

き同補助金の額を８１５万円と決定させ、平成２９年２月、同額を前記口座

に振込入金させ、もって、人を欺いて財物を交付させた、というものである。 

原判決が（争点に対する判断）の「第３ サステナブル補助金事件（平成
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２９年８月２１日付け起訴状記載の公訴事実）について」の項で、被告人両

名の故意及び P1 らとの共謀を認めたことに、論理則、経験則等に照らして

不合理な点はなく、この認定、判断は是認できる。以下、弁護人の主張に即

して、順次判断する。 

  被告人両名の詐欺の故意について 

ア 欺罔行為①（工事代金額及び設計監理業務委託契約に係る報酬額を偽

って、本件補助金請求を行った点）について 

原判決が、欺罔行為①について、被告人両名の故意を認定した説示の概要

は以下のとおりである。すなわち、被告人両名は、平成２７年７月２３日の

P1 らとの打合せにおいて、P1 から、サステナブル補助金の対象建設工事費

を約２０億円として申告した事実を説明されて知るとともに、建設工事費の

額が少ないと補助金の額も少なくなることについて説明を受けて、建設工事

費の額が交付される補助金額に影響するという補助金額決定の仕組みの概要

を理解したものと認められる。そして、平成２８年１月２９日の第１回現場

定例会議において、被告人両名ほか関係者らの間で、原判決別紙２のとおり

の会話等がなされたところ、関係証拠を踏まえれば、既に工事代金を１４億

４０００万円とするＣ学園とＦ工業との工事請負契約が締結されているのに、

Ｅ社の P2 が、被告人両名に対し、サステナブル補助金に関し、工事代金額

を２２億円としている関係で、工事代金額を２２億円とする旨の架空の工事

請負契約書を作成する必要性がある旨を説明して、事業主である被告人側の

了承を求め、これに対して、被告人Ｂが「責任の所在が全部こっちになる」

とＣ学園側が責任を負う結果になることを懸念する旨述べたものの、P2 か

ら全員が責任を負うものであるという説明がなされて、最終的には被告人両

名とも了承して話を前に進めてほしい旨述べたことが認められる。このよう

な会話内容に照らせば、被告人両名は、補助金の請求に当たり、工事代金額

及び設計報酬額について、事業採択時の見積額より下回らないようにするこ
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とにより、平成２７年１０月になされた交付決定額どおりの補助金の交付を

受けるため、架空の工事請負契約書等の作成に了承を与えたものと解され、

このような第１回現場定例会議における会話内容だけからでも、被告人両名

は、欺罔行為①について故意を有していたと認められる。加えて、被告人Ａ

は、第１回現場定例会議の前に、P2 との電話の際、２２億円の工事契約書

と見積書を作成することについて了解したことも認められ、被告人Ａについ

ては、その時点から欺罔行為①について故意を有していたと認められる。 

原判決は、以上のとおり説示する（原判決３６頁～３８頁）。 

 これに対し、弁護人は、被告人両名は、小学校の開校期限が１年３か

月後に迫っていた上、その用地の地中から発見された産廃や汚染土の除去工

事をしなければならなかったことから、上記会議の時点において、Ｅ社との

契約を解除して設計監理業者を新たに選んで再出発するとすれば、開校認可

も白紙に戻ってしまうため追い込まれており、もはやＥ社にすがるしか途が

なかったところ、そのような状況の下で、被告人両名は、上記会議において、

信用していた P2 から、実際の建設工事費は１５億５５２０万円（税込み）

であるが、申請当初に２２億円で申請しているので同額の契約書及び見積書

を作成する必要があると言われ、しかも、その２２億円は、試算見積におい

て、建設業者の高いところが２０億円であったことに照らして、当時の建設

業界において不自然、不合理ではない範囲の価格であるから、２２億円の契

約書を提出して補助金を請求しても詐欺になるとは認識しなかったと主張す

る（趣意書１７６頁～１７８頁、補充書９頁）。 

しかし、弁護人が主張するように、小学校の開校予定からして、被告人両

名が、小学校開校という目的を達成するには、今更、設計監理業者を変更す

ることはできないと考え、Ｅ社に頼る心情であったとしても、Ｃ学園はＦ工

業との間で既に１４億４０００万円の工事請負契約を締結しているのである

から、内容虚偽の２２億円の工事請負契約書を作成して、これをもとに過大
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な補助金請求をすることが、およそ許容されるものでないことは明白である。

そして、原判決が説示するとおり、平成２７年７月２３日の会合における録

音反訳書（甲１５０資料１、２）及び P1 の証言によれば、被告人両名は、

同日、建設工事費の額が交付される補助金額に影響するという補助金額決定

の仕組みの概要を理解したものと認められる。したがって、被告人両名は、

本来、正式の建設工事費である１４億４０００万円に基づいて、交付決定額

から減額した補助金額の交付申請に改めるべきであり、そのことを重々承知

していながら、第１回現場定例会議において、P2 や工事請負契約を締結し

たＦ工業の担当者である P3 が「テンプラ」、「張りぼて」と例える、契約

金額を膨れ上がらせた内容虚偽の工事請負契約書を作成して過大な補助金請

求をすることを了承したのであるから、被告人両名に詐欺の故意が認められ、

これが違法であると認識していたことも明らかである。上記会議における録

音反訳書（甲１５７）及び P2、P4、P3 の証言等により、以上と同旨を認定

した原判決に誤りはない。 

なお、弁護人は、複数の契約書が存在することは、意思表示の内容が未確

定であり、意思の合致がなかったことを意味するから、１４億４０００万円

の工事請負契約書は真意に基づくものではなかったと主張するが（弁論１３

頁～１４頁）、同契約書が、契約当事者において法律効果を発生させる意思

で作成した真正なものであることは、原判決が理由を含めて的確に説示する

とおりであるから、採用の余地がない主張である。 

また、弁護人は、内容虚偽の２２億円の工事請負契約書の写し（職５）の

元となる原本が証拠として提出されていないことからすると、そもそも被告

人Ａが上記契約書に押印した事実の証明がされていないとも主張するが（弁

論１６頁、７１頁。関連して趣意書８９頁～９０頁）、P4、P3 らの証言に

よれば、上記事実は明らかに認められる。 

 上記 に関連して、弁護人は、被告人両名は、平成２７年７月２３日
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の会合で、P1 らからサステナブル補助金の事業提案申請書を提出したこと

を知らされたところ、①被告人Ｂが P1 に建設工事費を「なんぼで出しては

るの先生・・２０億とか」と質問しているが、これは、それまでに被告人両

名が、P1 から「（建築業者に概算見積を出させたら）安いところで１５億

円、高いところで２０億円」と言われていたので、P1 の「無理のないとこ

ろでそれこそ取れる。誰が見とっても納得のいく金額」で申請している旨の

説明を受けて、高い方の金額であると思ったことから出た金額であり、した

がって、この被告人Ｂの質問は、この時点で、被告人両名が、Ｅ社が建設工

事費を水増しした金額は、建築業界で高めの金額にすぎないのであって、不

正に水増しした違法な請求であるという認識がなかったことを裏付けている、

②また、被告人両名は、当初、P1 からの建設工事費をその額で申請すると

１億２０００万円くらいの補助金が得られるとの説明に対し、建設工事費に

ついて「もうちょっと下げないと無理やわ」、「思っているよりちょっと高

いね」などと発言していることからして、２０億円の建設工事費で１億２０

００万円の補助金を得るよりも、補助金が少なくても建設工事費を１０億円

以下とすることの方が重要であると考えたことを示しているのであって、被

告人両名に違法行為をしてまで補助金を獲得しようという動機はなく、補助

金を詐取する故意はなかったと主張する（趣意書１２６頁～１２７頁、１７

４頁～１７６頁）。 

まず、①の点については、確かに、弁護人が指摘するとおり、サステナブ

ル補助金の本件事業提案申請当初から被告人両名に建設工事費を不正に水増

しした違法な補助金請求をする意思があったとは認めることはできず、原判

決もこの時点で被告人両名に詐欺の故意があったとは認定していない（原判

決３２頁、３７頁）。しかし、上記のとおり、被告人両名は、欺罔行為①の

時点では建設工事費を１４億４０００万円とする正式の工事請負契約が締結

されているにもかかわらず、建設工事費の額が交付される補助金額に影響す



9 

るという補助金額決定の仕組みの概要を理解した上で、２２億円の内容虚偽

の水増し工事請負契約書を作成してこれに基づいて補助金請求をすることを

了承しているのであるから、実行行為時に詐欺の故意を有し、違法性の認識

があったことも明らかであって、弁護人指摘の点は、この認定を何ら妨げな

い。また、②の点については、一連の被告人両名と P1 らとの会合の録音反

訳書や議事録等を見れば、被告人両名には、できる限り安く建設したいとい

う思いがあるものの、このことは、建設工事代金が決まった状況下において、

少しでも補助金を多く得ようとの動機が生じ、補助金を詐取する故意が存在

することと矛盾するものではない。現に、被告人両名は、平成２８年１月１

３日の打合せにおいて、補助金の補助限度額が当初想定していた約１億２０

００万円から約６０００万円へと約半分に減額されたことについて、関係者

が多数いる中で、サステナブル補助金に関する責任者として担当していた P

1 を叱責、罵倒しており、この出来事などが端的に表すように、被告人両名

は、これ以上、補助金を減額されたくないと考え、補助金に固執していたと

認められ、それが本件犯行に繋がったとみるのが自然である。弁護人の主張

は、当たらない。 

 弁護人は、原判決は、平成２８年１月２９日の第１回現場定例会議に

おける被告人Ｂの「先生、これにならないんですか」、「責任の所在が全部

こっちになるので」、「前進めて」等の発言を故意認定の根拠としたが、発

言の趣旨の捉え方が誤っており、これらの発言から故意は裏付けられないと

主張する（趣意書１８８頁～１９１頁）。 

しかし、被告人Ｂは、P2 からＦ工業が２２億円のテンプラの契約書の作

成に協力してくれることになったとの説明を受け、開口一番「P2 さんの手

腕やね」と言っているし、その後の話の流れを見ても、「先生、これになら

ないんですか」、「責任の所在が全部こっちになるので」との発言は、２２

億円の水増し工事請負契約書で補助金を請求することが違法な行為であり、
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刑事責任を含めて、その責任の全部がＣ学園側、すなわち被告人両名に来る

のではないかとの被告人Ｂの懸念を示すものとしか言いようがない。被告人

Ｂは、引き続いて、P2 から全員が責任を負うものであるとの説明を受けた

上で、「前進めて」と言っているのであるから、その発言は、P2 の発言内

容を理解し、納得した上、内容虚偽の工事請負契約書を作成する話を進める

よう P2 に指示したものであることは明らかである。このような被告人Ｂと

P2 とのやり取りは、被告人Ｂの故意はもとより、その場で P2 の説明を聞き、

被告人Ｂと同様、話を前に進めてほしい旨言った被告人Ａについても詐欺の

故意を裏付けるものといえる。弁護人が、被告人Ｂの発言の趣旨として説明

するところは、不自然な解釈による無理な説明というほかない。 

 弁護人は、被告人両名は、補助金額が決定した後の平成２８年８月２

９日の会合で、さらに補助金対象工事を増やして再申請し、補助金を追加支

払いしてもらえるかを、これまで補助金請求について、指導、助言してくれ

ていた、補助金制度の審査員である大学教授に電話で問い合わせ、その可能

性があることを聞いて喜んで、P2 に対し、同教授に相談して再申請して補

助金を取るよう頼んでいるが、仮に、被告人両名が２２億円の工事請負契約

書をもとに補助金を請求したことが詐欺であると認識していたとするなら、

同教授を裏切ることは明らかであるから、上記のような言動に出ることなど

考えられず、このことは、被告人両名に補助金を詐取した故意がなかったこ

とを裏付けていると主張する（趣意書１４９頁～１５０頁）。 

しかし、弁護人指摘の点は、被告人両名が、更なる補助金欲しさから、同

教授に対する裏切りを重ねたというべきものである。弁護人の主張は、独自

の立論に基づくものであり採用できない。 

 以上に関連して、弁護人は、原判決が、被告人両名の故意及び共謀に

ついての判断の前提となる事実経緯の一つとして、被告人両名が、平成２７

年６月１０日の会合で、P1 に対し、「多めにもらう」、「国からぼったく
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って」などと、本来よりも多額の補助金をもらいたいという趣旨の話をした

と認定したことに対し（原判決３１頁、４０頁）、事実を誤認したものであ

ると主張する（趣意書７９頁、１８０頁～１８８頁）。 

この主張を検討する前提として、同日の会合における被告人両名の関連す

る発言をみると、同日の録音反訳書（甲１４８）によれば、甲１４８資料３

における会話中で、被告人Ｂは「多めにもうといて先生」、「国から多めに

もらう」、「ぼった、取ってよもう」などと、被告人Ａは「国からはたくさ

ん多めにもうて、ちょっと安めにしててもうて、建築費に充当するのが１番

ええな」などと発言し、また、甲１４８資料４における会話中で、被告人Ｂ

は「国からぼったくって」などと発言していることが認められ、原判決は、

被告人両名のこれらの発言の趣旨を上記のとおり理解したものとみられる

（なお、原判決は、この認定に対応する証拠として、P1 の証言のほか、甲

１４８資料３のみを挙げているが、甲１４８資料４も併せて挙げるべきであ

った。）。 

弁護人の主張は、具体的には、資料４の「国からぼったくって」という発

言は、サステナブル補助金に関するものであるが、資料２と資料３の間に存

在し原審で証拠とされなかった会話の録音部分（当審弁書１９）によれば、

P1 が、土壌汚染と地中障害にかかった工事費を国から返還させるという話

をしていたところ、国に提出する書類が煩雑だというような話になり、被告

人Ｂが行政に対する不満を述べ、その直後、被告人Ｂが資料３における「国

から多めにもらう」、「ぼった、取ってよもう」などの上記発言をしたもの

であることなどからすると、被告人Ｂの上記発言は、サステナブル補助金に

ついてではなく、小学校用地の汚染土壌除去費（有益費）についてのもので

あって、原判決には事実の誤認があるという内容である。 

しかし、この点は、検察官が答弁書において的確に反論するとおりである。

すなわち、①有益費は、弁護人の主張（趣意書２７頁、１８６頁）によって
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も、補助金とは異なり、国から補助を受けるものではなく、Ｃ学園が工事を

委託した業者に支払って実際に負担した費用を、そのまま事後に補填しても

らうものであって、それによってＣ学園は何らの収益を得るものではないの

であるから、そもそも、ぼったくるという表現自体が当てはまらない性質の

ものである。したがって、資料３における被告人Ｂの上記発言が、国からぼ

ったくる旨の表現で有益費の支払いについて述べたものとは考え難い。②被

告人両名は、上記会合に先立つ平成２７年３月２５日、同年４月２日、同年

５月２０日の会合（それぞれの録音反訳書は、順次甲１４３資料４、甲１４

４資料１、甲１４７資料１、２）等における発言からも明らかなとおり、サ

ステナブル補助金をできる限り多く得ることにこだわっていた上、同年６月

１０日の上記会合でも、甲１４８資料２における会話で同補助金について話

題にしていたし、資料４における会話で、被告人Ｂが同補助金を対象として

ぼったくる旨の発言をしたことは、やり取りの流れからも明らかに認められ

るのである。同じ会合でぼったくるという共通の表現をしている以上、資料

３における上記発言も、同補助金を対象としたものとみるのが自然である。

③P1 は、甲１４８資料３における被告人両名の発言は、サステナブル補助

金のものであった旨明確に証言している。④被告人Ａは、甲１４８資料３に

おける被告人Ｂの上記発言を受けて、上記のとおり、「国からはたくさん多

めにもうて、ちょっと安めにしててもうて、建築費に充当するのが１番ええ

な」と発言しているところ、「建築費に充当」との発言は、上記の有益費の

性質と矛盾しており、資料３における被告人両名の上記発言が有益費につい

てのものでなかったことを示している。⑤当審弁書１９と甲１４８資料３に

おける被告人両名の発言をみれば、被告人両名、特に被告人Ｂが土壌汚染等

対策工事及び小学校用地の借地料の支払いに関する近畿財務局の対応等に相

当不満を募らせていたことはうかがわれるが、そのことと国交省が所管する

サステナブル補助金をぼったくることとが矛盾するわけではなく、むしろ、
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共通する相手である国に対し、不満を晴らし、併せて、自分達の利益を図ろ

うとして、同補助金をぼったくるなどの発言に及んだとしても、不自然、不

合理ではない。以上によれば、資料３における上記発言もまたサステナブル

補助金についてのものであると認められる。 

さらに、弁護人は、平成２７年６月１０日当時は、サステナブル補助金の

事業提案すらされておらず、被告人両名は補助金と建設費との関係について

説明を受けていなかった段階であり、被告人Ｂには、本来もらえる額がいく

らかとか、どのような方法で多くもらえるかなどについての知識が全くなか

ったのであるから、被告人Ｂが、この時点で、建築費を水増しして本来より

も多額の補助金をもらいたいという趣旨で発言することはあり得ず、被告人

Ｂは、できる限り補助金を多くもらいたいという事業主として当然の心理を

述べたにすぎないのであり、被告人Ｂの発言の一部をもって、欺罔行為の認

識の裏付けとみるには無理があるし、被告人Ｂが P1 らに対して、建築費を

水増ししてでも補助金を本来より多く取れと指示した事実はないと主張する

（趣意書１８７頁）。 

しかし、原判決は、被告人Ｂがぼったくる等の発言によって P1 らに対し

て弁護人主張の指示をしたと認定したものでないことは、説示に照らして明

らかであって、上記主張は、原判決を正しく理解するものではない。また、

確かに、被告人両名は、まだサステナブル補助金と建設工事費が影響する関

係にあることについて説明を受けていないため、その知識がなかったが（原

判決３７頁）、だからといって、建設工事費の水増しという具体的な方法ま

では想定していないにしても、不正なものを含む何らかの手段によってでも

本来よりも多額の補助金をもらいたいという心情になって、これを吐露する

ことは十分考えられ、このことは、被告人両名の補助金に対する期待の大き

さからすれば尚更であるし、ぼったくるという表現からしても、弁護人の主

張は当たらない。 
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そうすると、甲１４８資料３及び資料４における被告人Ｂのぼったくる旨

の発言をはじめとする、平成２７年６月１０日の会合で被告人両名がした上

記発言は、被告人両名が、必ずしも違法行為の趣旨とは限らないものの、本

来よりも多額の補助金をもらいたいという趣旨で述べたものであり、P1 ら

の行為はその意思を受けてのものと考えられるとした原判決の判断（原判決

４０頁）は、正当であって、この判断を前提に被告人両名の故意や正犯性を

検討した点にも誤りはない。弁護人の主張は理由がない。 

なお、弁護人は、当審弁書１９の上記録音部分が甲１４８に反訳書として

添付されていないのは、有益費についての資料３の上記発言を、サステナブ

ル補助金に関するものとするために検察官が意図的に行った証拠の改ざんで

ある疑いが濃いとか（趣意書７９頁）、甲１４８は虚偽公文書であって、証

拠能力に欠ける（弁論１５頁、７５頁）などと主張するが、上記のとおり、

前提において理由がないことが明らかである。のみならず、甲１４８を含む

一連の録音反訳書等（甲１３２ないし甲１７１）によれば、反訳部分が各録

音記録のうち、どの時間帯を再生した部分であるか明示されている上、記録

（各公判前整理手続調書、原審の各打合せ調書、各原審弁護人作成の平成３

１年２月２７日付け証拠取調請求書、検察官作成の答弁書１２頁～１４頁）

によれば、各原審弁護人が公判前整理手続中に検察官から、各録音記録のデ

ータ全体について証拠開示を受け、その内容を精査、検討していたことは、

優に推認できるから、その点からも、弁護人の主張は理由がない。 

 被告人両名に欺罔行為①について故意を認めた原判決は正当である。 

イ 欺罔行為②（事業採択以降に実施設計に着手したもののように装って、

本件補助金請求を行った点）について 

原判決が、欺罔行為②について、被告人両名の故意を認定した説示の概要

は以下のとおりである。すなわち、平成２７年８月２６日及び同年９月２日、

被告人両名と P1 らＥ社の担当者との間で、原判決別紙３のとおりの会話等
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がなされたところ、その内容は、P1 が、既に実施設計に着手しているから

本来であれば補助金を受けられない状況であったが、小学校の開校の延期を

被告人両名が決めたことにより、実施設計の時期を偽れば補助金を受給する

可能性が残ることになった旨を被告人両名に説明したというものであり、こ

の会話により、被告人両名は、実施設計の着手の有無が補助金の受給の可否

に影響するということ及びその時点で既に実施設計に着手していることにつ

いて、具体的な認識を有するに至ったと認められる。そして、Ｅ社の P4 の

証言によれば、被告人Ａは、平成２８年２月１８日、P4 から、サステナブ

ル補助金事業の採択前に実施設計をしていてはいけないので、実施設計期間

を採択後にしている旨の説明を受けて、実施設計の時期を偽り、かつ、設計

料等を水増しした１億円余りの設計監理契約書の空欄となっていた作成日付

欄に手書きで平成２７年９月４日と記入した上、記名欄に押印し、被告人Ｂ

もその場に同席していたと認められるから、被告人両名は実施設計の着手時

期を偽ることについて認識していた（ただし、被告人Ｂは未必的に認識して

いた）と認められる。原判決は、以上のとおり説示する（原判決３８頁～３

９頁）。 

 P4 の証言の信用性について 

 これに対し、弁護人は、被告人両名に無断で実施設計の着手時期を偽った

のはＥ社であるから、P4 の証言は全く信用できないと主張する（趣意書１

７８頁）。 

しかし、P4 の証言は、不自然、不合理な点がなく、客観的証拠やその場

に居合わせた P3 の証言とよく符合している一方、その信用性を揺るがせる

事情は見当たらない。よって、P4 の証言は信用できる。弁護人の主張は採

用できない。 

  被告人Ａの故意について 

弁護人は、①仮に、被告人Ａが P4 の証言どおり「設計監理契約書」の作
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成日付欄に平成２７年９月４日と記入したとしても、「設計監理契約書」と

のタイトルからは実施設計着手時期と関係があるとは通常は認識できないし、

２２億円の工事請負契約書でも日付が平成２７年１２月３日とバックデート

されており、被告人Ａは、これと同様に、抵抗や違和感もなく P4 らの指示

どおりに記入したと推測されるから、その日付を記入することが実施設計着

手時期を偽ることと等しいと認識することは不可能であると主張し、さらに、

②原判決が故意を認定する前提とした平成２７年８月２６日及び同年９月２

日の各会合でのやり取りについても、被告人両名にとっては、実施設計の着

手の有無に関するＤ協議会ヒアリングでの問題は、既に解決し終了していた

のであるから、こうした P1 らのＤ協議会の報告内容以上に、被告人両名が

実施設計の着手時期を偽る工作が必要であると認識することは不可能であり、

ましてや、それから６か月も経った平成２８年２月１８日の時点で、P4 に

言われるがまま日付を記入しただけで着手時期を偽って補助金を詐取すると

認識するのは不可能である、と主張する（趣意書１７８頁～１８０頁）。 

しかし、原判決別紙３の会話を含む各会合でのやり取り（甲１５２、甲１

５３）をみれば、被告人両名は、サステナブル補助金の交付について熱心に

P1 の説明を聞いており、その説明も分かりやすい単純な内容であって、こ

れに対し、被告人両名が安堵感をもらすなどして応答し、説明の内容を理解

したことが伝わるものであるから、原判決説示のとおり、この説明により、

被告人両名は、少なくとも、実施設計の着手の有無が補助金の受給の可否に

影響すること及びその時点で既に実施設計に着手していることについて、具

体的な認識を有するに至ったと認められる。このことを前提にして、信用で

きる P4 の証言によって原判決が認定、説示した平成２８年２月１８日の P4

による説明状況や被告人Ａの記入、押印状況を考えれば、被告人Ａに欺罔行

為②についての故意を優に認めることができる。弁護人の主張は、いずれも

この認定を何ら妨げるものではない。 
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 被告人Ｂの故意について 

弁護人は、①平成２７年８月２６日及び同年９月２日の各会合でのやり取

りで、被告人Ｂは、P1 のＤ協議会ヒアリングの説明について、P1 が何かの

問題を解決し、懸念事項は終了したと理解した可能性が高く、会話内容を理

解しないまま、被告人Ａに同調しているにすぎないことが、その発言からう

かがわれるし、②被告人Ｂは、平成２８年２月１８日、被告人Ａが設計監理

契約書に記入し、押印する場の状況を理解しておらず、被告人Ａの言うなり

に印鑑を持ってきて、ただその場にいただけの可能性が高く、その場にいた

ことをもって、故意があるとはいえないと主張する（趣意書１９１頁～１９

３頁）。 

しかし、①については、所論が指摘する被告人Ｂの発言を踏まえても、被

告人Ａの故意の検討で述べたとおり、被告人Ｂも実施設計についての具体的

認識を有するに至ったとの原判決の認定が揺らぐものではなく、弁護人の主

張は当たらない。②についても、平成２８年２月１８日の被告人Ａと P4 と

のやり取りの際、被告人Ｂも同席していたのは上記のとおりであるところ、

被告人Ｂは、かねてから被告人Ａと共に小学校開校に向けた P1 らとの会合

に頻繁に参加し、サステナブル補助金について大きな関心を寄せていたこと

が明らかであり、それらの会合における補助金に係る発言に照らして、同日、

被告人Ａが設計監理契約書に記入し、押印する趣旨を理解していなかったと

は考え難く、弁護人の主張は当たらない。したがって、被告人Ｂにも欺罔行

為②について故意を認めることができる。 

 共同正犯の成否について 

ア 原判決は、その挙示する証拠に基づいて、被告人両名は、補助金請求

に用いる内容虚偽の契約書の作成につき、P1 ほかＥ社及びＦ工業の関係者

らと通謀したことが認められ、さらに、自己の犯罪として犯行に関与したも

のであって、正犯性も認められるとして、被告人両名と P1 らとの間の共謀
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を認定し、共同正犯の成立を認めたところ（原判決３９頁～４０頁）、この

認定、判断は、論理則、経験則等に照らして不合理な点がなく、是認できる。 

 イ 弁護人は、原判決が被告人両名の正犯性を認めた点について、種々主

張するので、順次判断する。 

  原判決は、被告人両名の正犯性を認める根拠として、犯行による利益

を受ける主体について、補助金の減額がないことにより直接に利益を受ける

のは被告人両名が経営に携わるＣ学園であること、これに対し、Ｃ学園が交

付を受けた補助金を優先的にＥ社に対する設計報酬額の支払いに充てるとい

う状況ではなかったと考えられるから、Ｅ社側が受ける財産的利益は間接的

かつごくわずかであることを認定、説示した（原判決３９頁）。 

この認定、説示に対し、弁護人は、Ｅ社が本件小学校の設計監理の総責任

者となることによって、設計士としての名声や将来の営業活動に計り知れな

いプラスの影響をもたらすという P1 及びＥ社の利益を全く無視していると

主張する（趣意書７３頁～７６頁）。 

しかし、本件では財産犯である詐欺罪が問題となるのであるから、その犯

行による財産的利益が直接誰に帰属したのかを中心として正犯性を検討した

原判決は正当である。P1 やＥ社に弁護人指摘の利益が考えられるとしても、

本件犯行による即時、直接かつ最大の利益主体が、Ｃ学園ひいては被告人両

名であることの認定は動かない。だからこそ、被告人両名は少しでも多額の

補助金を得ようと躍起になっていたのであり、このことも正犯性を裏付ける

事情といえる。弁護人の主張は、独自の見解に基づくものであり、採用でき

ない。 

なお、弁護人は、P2 が、本件事業提案申請書に、実際に行われない工事

金額の見積書や、虚偽の設計の見積書が添付された理由についての認識を問

われ、「補助金をたくさんもらうためだと思います」、「設計料について、

もう契約していましたので、その実際のものよりも多くという意味ですね」
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と答えたこと（P2１２頁～１３頁）を指摘して、これは、実際の設計料より

も多くもらうつもりがあったことを暴露するものであり、Ｅ社は補助金が多

く取れれば追加して請求する意思があったと判断できると主張する（趣意書

７５頁～７６頁）。しかし、P2 は、既に契約で定められた設計報酬額を水

増しすることにより補助金を多く得るという趣旨を述べていることが明らか

であり、弁護人の主張は当たらない。 

 さらに、原判決は、正犯性を認める根拠として、本件補助金の不正受

給は、P1 や P2 らＥ社関係者が主導して被告人両名を引っ張ったというもの

ではなく、同関係者が、多額の補助金を受給したいという被告人両名の強い

意向を受け、実務を担当する者としてやむなく手続を進めたものであり、他

方、被告人両名は、事業主かつ建築主として、Ｅ社関係者がそのような行動

をとらざるを得ないような状況を作っていき、その結果として得られる財産

的利益の全てを享受したとみるのが相当であると認定、説示した（原判決４

０頁）。 

これに対し、弁護人は、①Ｅ社の P1 にとっては、自ら渾身を込めて意匠

設計した小学校校舎を建てたいという強い願望があり、建築資金に余裕がな

く P1 のいう建設工事費を下げさせようと必死になっていた被告人両名を説

得して、自らの夢（野望）を実現するためにサステナブル補助金を獲得しな

ければならない強い動機があったし、Ｆ工業の P3 にも、Ｅ社の指示に従っ

て、校舎建築工事を無事に行いたいという強い動機があった（趣意書７５頁、

９１頁）、②P1 は、自分が描いた夢の校舎を設計し実現したいという野心

のために、被告人両名の建設工事費減額要請を無視ないし拒否し続け、被告

人両名の資金力を超えた建設工事費で工事請負契約を締結させた上、建築資

金が足りないので補助金を多く取ってくれという被告人両名の要望に応えて、

できるだけ補助金を探してくるが、それにも限界があるので、１件当たりの

建設工事費を許容限度内で水増しして補助金額を増やすしかないと考えた
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（趣意書１０８頁～１１１頁、１２４頁～１２８頁。その他に、同９３頁～

９４頁、１０２頁、１０４頁、１１９頁～１２０頁、１３９頁、１５６頁

等）、③他方で、被告人両名は、１４億円の実際の請負契約書を提出したと

しても下りる補助金は２２億円で出した場合の６０００万円の半額程度にな

るだけであるので、補助金を３０００万円多く得るだけのために、虚偽の偽

装契約書を提出するなどの違法行為をしてまで補助金を取ろうという動機は

なかった（趣意書９１頁）などと主張する。 

しかし、まず、①、③についてみると、先に説示したとおり、本件犯行に

よる最大の利益主体がＣ学園ひいては被告人両名であり、建築資金の捻出に

苦慮していた被告人両名が少しでも多くの補助金を欲しいと考えていたこと

からすれば、被告人両名には補助金を詐取する強い動機が認められる。他方、

設計士としての名声や将来の営業活動に及ぼす好影響は、不確実かつ間接的

なメリットにとどまるのであって、P1 が大規模に木質化された小学校建築

という日本初のプロジェクトに関わることによる名誉や実績を意識していた

とうかがわれること（P1５５頁、８７頁、１０４頁）を踏まえても、上記の

名声等は、P1 が被告人両名の意向や圧力を離れて本件犯行に及ぶほどの強

い動機になり得るとは考えられない。この点は、P3 についても同様である。 

また、②についても、建築物の設計業務に従事する設計士が、自分の夢に

あくまでこだわって施主の意向を無視して設計し、その建設工事費を施主に

強いて負わせようとすることは、常識的に想定し難い。もし、設計士がその

ようなことをすれば、施主はその設計委託契約を解除するはずであるし、し

かも、設計は建設を実現するためのものであり、いくら優れた設計であって

も資金的に建設できないのであれば意味がないのであるから、設計士が施主

の資金力を無視して設計するなどということも想定し難い。上記の理は本件

においても当てはまるのであり、P1 が事業主かつ建築主である被告人両名

の意向や資金力を無視し、工事請負契約を無理強いして締結させたなどとい
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う事情は見当たらない。被告人両名が望むような小学校校舎等をどのくらい

の建設工事費で建設することができるかについて、被告人両名と P1 との間

で、激しいやり取りも含めて種々折衝が行われたことは事実であるが、被告

人両名としては、最終的に工事代金額１４億４０００万円の工事請負契約を

締結するか否かについて、資金力や設計内容等を踏まえて検討し、自らの判

断で決定することが可能であったし、現に自ら決断して締結したのであって、

同契約を無理に締結させられたものではない。そして、被告人両名が、本来、

サステナブル補助金は正規の工事代金額を前提に請求すべきものであると理

解していたことは、先に説示したとおりである。また、P1 は、その証言及

び被告人両名との会合の録音反訳書によれば、むしろ、被告人両名の意向に

沿った設計をしている上、当初の想定より校舎等の坪当たりの建設単価が上

昇したことで建設工事費が増加したことに対処するため、Ｃ学園の資金力に

見合うように設計変更による建設工事費の減額を提案している（甲１５４。

平成２７年９月２９日の会合）のである。他方、被告人両名は、自らの資金

力を度外視して、従来からの要望に沿った設計の維持を求め（例えば、甲１

５５（平成２７年１１月２５日の会合）資料４における被告人Ａの体育館に

関する発言）、それどころか工事請負契約締結後も、新たな要望を出し、更

に建設工事費がかかる設計変更をＥ社に求めている（P1１６７頁）のである。

弁護人の主張は当たらない。 

さらに、弁護人は、④サステナブル補助金申請関係は、書類作成、Ｄ協議

会との折衝など全てを、P1 自身及び、P1 の指示に従って P2 を中心とするＥ

社関係者が行っていた上、架空の建設工事請負契約書等を作ってＤ協議会に

提出する必要に迫られていたのは、Ｅ社すなわち P1 であり、サステナブル

補助金事件は、P1 を中心とするＥ社の設計者らが首謀者である（趣意書１

７０頁～１７１頁）、⑤被告人両名は、建設工事費を１４億４０００万円に

膨れ上がらされ、小学校の開校予定時期が迫る中、同補助金の仕組みや支払
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条件等を知らないまま、どうしても小学校を開校する決意であったため、そ

れまでの経緯から P1、P2 らＥ社の言うがままに従うしかなかった（趣意書

１７１頁）と主張する。 

しかし、④については、被告人両名は、サステナブル補助金を受給する手

続をＥ社に任せていたのであるから、P1 らがこれを担当したからといって、

被告人両名が正犯であり、首謀者であることが否定されるものではないし、

P1 らが被告人両名の了承の下に架空の工事請負契約書等を用いて補助金請

求を行ったのは、被告人両名の意向と圧力によるものであるから、主張は当

たらない。また、⑤についても、被告人両名は、その建設工事代金額に不満

があり、不本意だったとしても、最終的には納得して自らの判断で契約した

ことが明らかであるし、小学校の開校という自分達の目的を達するため、自

らの判断で、架空の工事請負契約書等を用いて補助金請求を行うことに了承

を与えたのであるから、主張は当たらない。 

そうすると、先に説示したとおり、被告人両名は、平成２７年６月の被告

人Ｂによるぼったくり発言等に現れるように、本来よりも多額の補助金をも

らいたいという意思を P1 らに示していたところ、平成２８年１月１３日の

打合せにおいて、当初、１億２０００万円の補助金を期待していたのに６０

００万円しか得られないことに強い不満を訴え、関係者が多数いる中で P1

を叱責、罵倒するなどし、P1 らＥ社関係者に対し、これ以上補助金を減額

されたくないという強い意向を示して圧力を加え、事業主かつ建築主として、

同関係者らをして、更なる減額によって被告人両名から激しく叱責されるの

を避けようと行動せざるを得ない状況を作出し、やむなく補助金の不正受給

の手続を進めさせ、その結果として得られる財産的利益を全て享受したもの

と認められる。同様の考察により、被告人両名は、自己の犯罪として犯行に

関与したものであって、P1 らとの間に詐欺の共同正犯が成立し、かつ、被

告人両名が本件犯行の首謀者であると認定した原判決に、事実の誤認はない。 
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 P1、P2 及び P5 の各証言の信用性について 

弁護人は、原審で取り調べられていない P1 や P2 の検察官調書における供

述には信用性がないと指摘した上、これを踏襲した P1 及び P2 の証言にも信

用性がないと主張し（趣意書１５７頁～１７０頁、１７２頁）、また、２２

億円の架空の工事契約書を作成した経緯等を述べるＦ工業の代表取締役であ

る P5 の証言も信用できないと主張する（補充書３２頁～３５頁）。 

しかし、原判決が被告人両名の故意及び共謀についての判断の前提となる

事実の認定に供した P1、P2 及び P5 の各証言は、いずれも被告人両名を交え

た各会合における録音反訳書や、Ｅ社が作成していた議事録、正規及び架空

の建設工事請負契約書の原本又は写しをはじめとする、当時作成された関係

書類等の客観的証拠とよく符合し、更にこれらの証言は、核心部分において、

相互に符合し、かつ、信用性が認められる P4、P3 らその他の関係者の証言

とも符合しているのであって、基本的に高度の信用性が認められる。P2 の

証言は、２２億円の工事契約書等の作成の話を持ち出したのが被告人Ａの側

であった点については、原判決において信用性が否定されており、この証拠

判断が不合理とはいえないが、このことが P2 のその余の証言の信用性を疑

わせるものとは考えられない。弁護人の主張を検討しても、以上の信用性評

価を揺るがせるものは見当たらない。 

⑸ 弁護人のその余の主張について 

弁護人のその余の主張は、原判決が認定していない事実をあたかも認定し

たものと誤った前提に立つと思われる主張（例えば、時期別の詐欺の故意の

不存在に関する趣意書１７２頁～１７４頁、２２億円の工事契約書の作成を

被告人両名が了承するにとどまらず、それを指示したかに関する趣意書１４

１頁、１４６頁、補充書８頁～１０頁等）や、根拠に欠ける憶測に基づく主

張（例えば、検察官がＥ社から提出された秘密録音（録音反訳書）をもとに、

刑事処罰を逃れたい P1、P2 らを不起訴処分にすることと引き換えに虚偽供
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述をさせて、サステナブル補助金事件をでっち上げたとする趣意書９６頁、

検察官が２２億円の偽装契約書の原本が所在不明となった原因を究明しよう

としなかったのは、Ｅ社及びＦ工業の関係者から、被告人両名を首謀者とす

る犯罪ストーリーを得るためであったとする同９１頁～９２頁等）、被告人

両名の故意や共謀の認定に関わりのない事情の主張（補充書１０頁～３２頁

等）などにすぎず、原判決の事実認定を何ら左右するものはない。 

ここで、控訴趣意には含まれていないが、弁護人が弁論において、①不法

領得の意思、②期待可能性がそれぞれ存在しないと主張する点について、判

断を付加しておく（なお、①の主張は、サステナブル補助金事件のみならず、

経常費補助金事件及び特別支援教育費事件にも共通する主張であるが、ここ

で一括して判断する。）。 

まず、①の不法領得の意思の不存在をいう主張は、被告人両名は、Ｃ学園

及びＧ学園に補助金が交付された後に、あらかじめ特別報酬とか手数料等の

名目で個人的に財貨を取得しようとする意思が初めからなく、また、交付後

においても、被告人両名が補助金からその一部でも迂回して自ら利得したこ

とはないのであり、原判決も量刑の理由で、「私的流用を目的とするもので

はない」と説示しているのであるから、被告人両名には、詐欺罪の成立に必

要な不法領得の意思が認められない、というものである（弁論６頁～９頁）。

しかし、本件の各詐欺ないし詐欺未遂においては、欺罔行為を行った被告人

両名と、財物の交付を受けた学校法人であるＣ学園又はＧ学園との間には、

被告人両名が両学校法人の代表者又はその補佐をする者であることなどの特

別な関係があり、被告人両名は、詐取したサステナブル補助金については、

被告人両名が将来Ｃ学園の代表者等として運営に携わる予定の小学校の建築

資金に充てることを意図し、詐取した経常費補助金及び府市補助金等につい

ては、同じく両学校法人が運営し、被告人両名が園長又は副園長を務める両

幼稚園の運営資金に充てることを意図していたものである。そうすると、被
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告人両名には、権利者であるＤ協議会や大阪府、大阪市を排除し、それらの

物である各補助金を自らの所有物としてその用法に従って利用、処分する意

思、すなわち不法領得の意思が認められることは明らかであるから、弁護人

の主張は当たらない。 

次いで、②の期待可能性の不存在をいう主張は、Ｆ工業、Ｅ社、Ｈ組等の

建築関係者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律１９条が禁

止する「不公正な取引方法」に該当する優越的地位の濫用などの行為によっ

て、被告人両名の自由意思を抑圧して契約書の作成等をなさしめたものであ

るから、被告人両名には、適法行為の期待可能性がなかった、というもので

ある（弁論５頁）。そして、その具体的内容は、㋐近畿財務局と建築関係者

は、平成２７年９月４日、小学校建設予定地（以下「本件土地」という。）

から発見された有害な産業廃棄物について、被告人両名に無断で、それを適

正処理せずにその他の産業廃棄物のみを処理した後の残土を埋め戻すという

合意（以下「９．４合意」という。）をしたところ、被告人両名が９．４合

意の内容を知っていたならば、本件土地の定期借地権契約及び売買契約の錯

誤無効を主張し、さらに、建築関係者との建築請負契約及び設計監理委託契

約などについても、９．４合意を秘匿してきた背信行為等を理由に契約を解

除し、資金調達が困難な用地売買と建築契約を取りやめて、原状回復を行う

などの適正な措置が取り得た（弁論１７頁～２０頁、２３頁、４１頁～４２

頁、４７頁、７２頁～７３頁等）、 被告人両名は、請負契約を締結した後、

その業者等の対応に大きな不満があったとしても、容易に契約を解除できず、

建築計画が待ったなしの状況下で開校時期を遅らせることもできないため、

完全に優越的地位に立った建築関係者に生殺与奪の権を握られた「ホールド

アップ状態」に置かれており、自由意思による判断ができない状態に追い込

まれていた（弁論２１頁～２３頁、４２頁～４４頁、７０頁、７３頁等）と

いうものである。 
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しかし、まず、㋐については、弁護人が９．４合意等を立証するために事

実取調べを求めた証拠については、やむを得ない事由は認め難い上、必要性

も認められないことから、当裁判所は、その請求を却下した。すなわち、仮

に９．４合意があり、被告人両名がその内容を知ったならば、小学校建設計

画自体が白紙に戻り、同計画を前提とするサステナブル補助金事件に至らな

かった可能性があるにしても、被告人両名が小学校建設にかける執念からす

れば、同計画は維持され、借地料や売買代金の交渉という経過をたどったに

すぎない可能性もあるし、そもそも、被告人両名の納得の下に締結された１

４億４０００万円の工事請負契約を前提として、その建築資金の一部に充て

るため工事代金額を偽るなどしてサステナブル補助金を詐取することについ

ては、被告人両名が他人から強いられずに、自由な意思で決断したものであ

って、これは、被告人両名が９．４合意の存在を知らなかったこととは無関

係であり、もとより、被告人両名に適法行為の期待可能性があったことは明

らかである。したがって、被告人両名に対する詐欺罪の成否やその犯情を判

断する上で、９．４合意等に関する証拠を取り調べる必要性は認められない

というべきである。 についても、正犯性の判断において述べたとおりであ

って、採用の余地がない主張である。 

サステナブル補助金事件につき、原判決の事実認定に誤認はない。 

なお、弁護人は、控訴趣意としては挙げていないものの、検察官が、当時

の内閣総理大臣の意向を政治的に忖度して、いわゆるＣ問題における公文書

改ざんや、国有資産の廉価売却を隠蔽するために、被告人両名のサステナブ

ル補助金事件のみを立件し、実質的な証拠の隠蔽、改ざんを行うとともに、

事実に反して被告人両名を主犯にして、P1、P2 らを不起訴処分にするのと

引き換えに、検察官の筋書きに沿う P1 らの虚偽供述をねつ造したとか、差

別的起訴であるなどとして、公訴棄却が相当であるかのように主張している

（趣意書１３頁～１４頁等、弁論５頁、２８頁）。しかし、職権で調査して



27 

も、原判決が説示するとおり、本件において、違法な司法取引等、弁護人が

主張する違法捜査が行われた形跡はなく、検察官が、被告人両名をサステナ

ブル補助金事件の十分な嫌疑に基づいて公訴提起したことが明らかであるし、

主犯として共犯者間でも最も重い刑事責任を負う被告人両名が起訴され、他

方、P1 らが不起訴処分となったことに、訴追裁量権の逸脱があるともいえ

ないから、弁護人の主張は失当である。なお、経常費補助金事件及び特別支

援教育費事件についても、訴追裁量権の逸脱が認められないことは明らかで

ある。 

２ 経常費補助金事件について 

  原判決認定の罪となるべき事実の概要、論旨の概要、当裁判所の判断

の結論 

 ア 原判決が認定した更正決定後の罪となるべき事実の概要は、次のとお

りである。 

被告人Ａは、Ｃ学園の理事長であり、Ｃ学園が運営するＩ幼稚園の園長と

して、Ｃ学園及びＩ幼稚園の業務全般を統括していたものであるが、大阪府

が、同府内に私立幼稚園を設置する学校法人等に対して、幼稚園での勤務日

数が平均週５日以上であることなどの要件を満たした専任教員の人数等に応

じて交付する経常費補助金をだまし取ろうと考え、平成２６年５月から平成

２９年２月までの間に、６回にわたり、同府の担当職員に対し、真実は、Ｉ

幼稚園における勤務実態がないなど、前記要件を満たしていない延べ１６名

の者につき専任園長又は専任教員であるかのように装った内容虚偽の書類を

提出するなどして経常費補助金合計１億１５４３万４０００円の交付を申請

し、決裁権限を有する者らに、前記書類の記載内容及び申請内容が真実のも

のであり、前記申請額どおりの経常費補助金をＣ学園に交付すべきである旨

誤信させて、平成２６年７月から平成２９年２月までの間に６回にわたり、

Ｃ学園に交付すべき経常費補助金の額を合計１億１５４３万４０００円と決
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定させ、平成２６年７月から平成２９年３月までの間に、９回にわたり、同

府職員に、同額をＣ学園名義の普通預金口座に振込入金させ、真実交付され

るべき経常費補助金合計９３４５万１０００円との差額である合計２１９８

万３０００円の交付を受け、もって人を欺いて財物を交付させた、というも

のである。 

イ これに対する検察官の論旨の概要は、被告人Ｂにつき、被告人両名及

び P6 ら４名に係る経常費補助金の虚偽申請について、被告人Ｂに詐欺の故

意及び被告人Ａとの共謀を認めなかった点、被告人Ａにつき、被告人Ｂとの

共同正犯を認めず、被告人Ａの単独犯と認定した点で、判決に影響を及ぼす

ことが明らかな事実の誤認があるというものであり、一方、被告人Ａの論旨

の概要は、被告人Ａは、同被告人が専任園長に、被告人Ｂが専任教員に、そ

れぞれ該当しないことについて、未必的故意を有するにとどまるのに、被告

人Ａの確定的故意を認めた点で、判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の

誤認があるというものである。 

ウ 原判決が（争点に対する判断）の「第４ 経常費補助金事件（平成２

９年９月１１日付け起訴状記載の公訴事実第１）について」の項で、被告人

Ａは、Ｃ学園の代表者として、原判示第２のとおり、平成２６年度から平成

２８年度まで、（被告人両名を含む）延べ１６名の者について専任要件を満

たさないのに、これらの者が専任教員等であると装った内容虚偽の書類を提

出するなどして、真実交付されるべき経常費補助金の金額を上回る経常費補

助金の交付を受け、かつ、これについて故意もあった旨説示するところは正

当であり、被告人Ａに、同被告人が専任園長に、被告人Ｂが専任教員に、そ

れぞれ該当しないことにつき、確定的故意を認めた原判決の認定にも、論理

則、経験則等に照らして不合理な点はなく、この認定、判断は是認できる。

他方で、原判決が、被告人Ｂにつき、①被告人両名及びパートタイム教員の

P7 が専任教員等に該当しないことを認識していたとは認められず、また、
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②専任教員に該当しないと認識していたと認められる P6 ら３名については、

平成２６年度から平成２８年度において、被告人Ａが専任教員数を水増しし

て偽る意思を有することについての認識を有していたと認めることはできな

いから、結局、いずれの年度においても、勤務実態等を偽る内容の補助金申

請がなされることについて認識していたと認めることはできないのであって、

③検察官が主張するところを踏まえても、いずれの年度においても、虚偽の

経常費補助金の申請をしてこれを詐取することについて、被告人Ａとの間で

の意思の連絡や被告人Ｂの正犯性を認めることはできないから、被告人Ｂと

被告人Ａとの間に共謀があったとは認められないとして、経常費補助金事件

は、被告人Ａの単独犯であり、被告人Ｂは無罪であるとする点については、

部分的に是認できないところがある。すなわち、①の被告人Ｂにおいて被告

人両名及び P7 が専任教員等に該当しないことを認識していたとは認められ

ないとの認定は是認できるが、②、③の被告人Ｂにおいて P6 ら３名が専任

教員でないと認識していたと認定しながら、詐欺の故意及び被告人Ａとの共

謀を否定した点は、論理則、経験則等に照らして不合理というほかなく、是

認できない。以下、検討した結果を述べる。 

 被告人Ａの事実誤認の論旨（確定的故意の有無）について 

弁護人は、被告人Ａは、被告人両名がＩ幼稚園及び高等Ｃ学園保育園のい

ずれにおいても、いわば主体的な専任教職員として従事していたことをもっ

て、被告人両名をＩ幼稚園における専任教員等に該当すると判断していたも

のであって、被告人両名分の経常費補助金は、Ｉ幼稚園で正当に支払われる

それぞれの給与に充てられたのみであり、経常費補助金を不当にだまし取る

意思はなく、幼稚園と保育園でいずれも専任教員性を充足するほどに積極的

に従事、関与していた場合に、片方だけであれば補助金の対象となるが両方

だと補助金の対象にならないということを明確に理解していなかった、この

ように、被告人Ａは、被告人両名分の経常費補助金の詐取については、明確
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かつ積極的な故意までなく、未必的な故意にとどまると主張する（趣意書９

頁、１９４頁～１９５頁、当審第１回公判期日における弁護人の釈明）。 

しかし、関係証拠によれば、被告人Ａが、Ｃ学園の理事長、Ｉ幼稚園の園

長として、経常費補助金につき、虚偽記載部分を含めて、その申請や、基礎

資料調査の作成、提出などの手続に主体的に関与していたこと（被告人Ａ第

１３回３４頁～３６頁、甲４３）や、被告人両名が、それぞれＩ幼稚園の園

長、副園長として勤務する一方、高等Ｃ学園保育園にも総裁ないし事務長、

施設長として１週間のうち数日出勤して相当額の給与等を受け取っていたこ

と（被告人Ａ第１４回１７頁～１８頁、宇津木２３頁～２４頁、甲４６・１

頁～２頁、甲４９・３頁、甲１２２・４５９頁～４６０頁、４７１頁～４７

２頁、４８３頁～４８４頁、４９５頁～４９６頁）は明らかである。そして、

基礎資料調査の前年度調べ及び当年度調べの「記入上の注意」（甲１２５・

１５９頁、１６３頁、３４１頁、５３９頁等）には、専任園長の要件として、

「当該幼稚園に平均週５日以上勤務している。（１日の勤務時間は、就業規

則に基づくもの）※他業種、他法人等で勤務している場合は、特に専任・兼

任の区分について留意してください。（例）専任園長が保育所の施設長を兼

任している等」と、また、専任教員の要件として「当該幼稚園に平均週５日

以上勤務している。（１日の勤務時間は、就業規則に基づくもので、勤務時

間（例：８時間未満等）が異なる者や時間給・日給制の者は、兼任とする）」

などと、それぞれの要件が明記され、併せて、兼任教員については、幼稚園

教員免許状を有する者であって「専任教員」以外の者をいうとの要件に引き

続き、専任園長と同様に、「※他業種、他法人等で勤務している場合は、特

に専任・兼任の区分について留意してください。」との注意書が記載されて

いる。その上、府職員で平成２６年度の経常費補助金交付事務を担当した P

８の検察官調書（甲４０）及び同じく平成２７年度の経常費補助金交付事務

を担当した P9 の証言によれば、府の担当者は、毎年１月に行われる経常費
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補助金の配分基準等説明会において、遅くとも平成２６年度の説明会からは、

教員の専任要件の注意点として「専任教員について、幼稚園以外の業務を兼

任されている場合は、対象外になりますので、ご注意ください。（例えば、

未就園児クラスなど。）」との原稿（P9 尋問調書別紙１、２）をそのとおり

読み上げて説明しているところ（P9３頁～４頁）、被告人Ａは、少なくとも

平成２６年度（甲４０・６頁）と平成２７年度（P9２頁）の説明会に参加し

ており、上記説明を受けていたと認められる。これらのことからすると、被

告人Ａは、自身が専任園長に、被告人Ｂが専任教員に当たらないことを明確

に認識していたと優に認められる。原判決が、被告人両名に係る経常費補助

金について、被告人Ａに詐欺の確定的故意を認めたのは正当である。これと

異なる評価をいう弁護人の主張は採用できない。 

被告人Ａの論旨は理由がない。 

 検察官の事実誤認の論旨中、被告人Ｂの故意について 

ア 当事者間に争いがない事実を含む故意の判断の前提となる事実関係 

 原判決が「  前提事実」（５０頁～５２頁）の項において、被告人

Ｂの故意の成否についての判断の前提事実として、Ｉ幼稚園における被告人

Ｂの基本的な業務の内容や基礎資料調査の作成過程等について認定するとこ

ろは、当事者間に争いがなく、関係証拠によって優に認められ、是認できる。 

 また、原判決が「  基礎資料調査記載の専任教員等の員数等に応じ

て経常費補助金が交付されることに関する被告人Ｂの認識について」（５２

頁～５４頁）の項において、経常費補助金が園児数及び教員数に応じて交付

される幼稚園の運営費に対する補助金であると認識していたという被告人Ｂ

の原審公判供述により、専任教員等の員数等に応じて経常費補助金が交付さ

れることについて被告人Ｂが概括的な認識を有していたことが認められると

説示し、引き続いて、被告人Ｂが、平成２３年度の府の補助金調査における

指摘によって、教員の退職が経常費補助金の額に影響することや、経常費補



32 

助金に関係する教員の把握が基礎資料調査の記載に基づいてなされることを

理解するに至り、平成２６年度以降、専任教員等の員数が基礎資料調査に基

づいて把握されるものであることについての概括的な認識を有していたこと

も認められると説示した点も、相当として是認できる。 

これに対し、弁護人は、被告人Ｂの原審公判供述（原審１４頁～１５頁。

当審公判供述（当審３５頁～３７頁）も同旨である。）に依拠して、被告人

Ｂは、基礎資料調査が経常費補助金を申請するために大阪府に提出するもの

との理解はなく、基礎資料調査は、文部省に提出する文書であり、幼稚園の

統計調査にすぎないと思っていた旨主張するが（答弁書１７頁）、基礎資料

調査が統計調査にすぎないと思っていた旨の被告人Ｂの供述が信用できず、

上記認定の妨げにならないことについては、原判決が上記の項で正当に説示

するとおりである。 

関連して、弁護人は、被告人Ｂの当審公判供述（当審５頁、３４頁）に依

拠して、被告人Ｂは、Ｃ学園及びＧ学園が経常費補助金の交付を受けている

認識は有していたが、その補助金額算出の基礎となる事実は、毎年の行政監

査の際に調査されていると認識していたと主張する（弁論８３頁～８４頁）。

しかし、被告人Ｂは、被告人Ａが経常費補助金の申請手続をしていると認識

しており（当審３７頁）、かつ、原判決が説示するとおり、経常費補助金が

園児数及び教員数に応じて交付されるものであることを認識している以上、

幼稚園から経常費補助金の交付事務を担当する公的機関に園児数及び教員数

を報告する手続があることは想定していたと考えられる。そうすると、申請

によって補助金が交付されるのであるから、申請の際に資料を提出して上記

の報告を行うと考えるのが常識的であることや、現に基礎資料調査という上

記の報告に整合する的確な資料の存在を被告人Ｂも知っていたことに照らせ

ば、申請を前提として実施される行政監査の際に初めて上記の報告が行われ、

基礎資料調査は経常費補助金の申請、交付とは何ら関係がないものと理解し
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ていたかのようにいう被告人Ｂの上記供述は、不合理であって信用できず、

上記の認定を左右しない。 

弁護人の主張は、採用できない。 

 これに関連して、基礎資料調査において、「教員組織・給与額調（新

規・途中採用）」の用紙には、「専任教員」欄のすぐ下に「兼任教員」欄が設

けられているところ、被告人Ｂは、同用紙の専任教員欄に、平成２３年度は

給与額を記入し（甲５３）、平成２６年度は専任教員欄に P10、P11、P12、P

13 の教員名やその５月給与支払月額を、平成２７年度は P14 の共済組合個

人番号などを、平成２８年度は専任教員欄に P15 の教員名やその５月給与支

払月額などを書き込んでいることからして（甲４７、甲１２５・１６６頁、

３４４頁、５５０頁）、基礎資料調査を記入する上で、「専任教員」と「兼任

教員」の区別があることを認識していたことは明らかである。なお、被告人

Ｂは、原審公判において、その区別の存在を認識していたかにつき、曖昧な

供述をするが（原審１７頁）、当審公判においては、その区別があることに

ついては認識していたことを前提に、教員免許の有無の違いだと思っていた

旨供述している（当審１４頁～１５頁）。 

 被告人Ｂが補助の対象となる専任教員等の専任要件をどの程度認識し

ていたかについて、原判決は、被告人Ｂが、「記入上の注意」を参照せず、

専任教員等として扱われるべき条件を理解していなかったという可能性を否

定することができないと説示し、その理由として、上記 で是認したとおり、

被告人Ｂが前年度調べ及び当年度調べの記入に関して担当した具体的な作業

は、給与台帳や K 税理士の作成した下書きに基づき、教員の氏名に対応する

報酬額等の数字を単純に転記するというものにすぎず、このような作業は、

専任教員と兼任教員のいずれに該当するかの判断を要するものではなく、基

礎資料調査の「記入上の注意」を参照しながら行う必要はないから、専任教

員等の要件について特段の注意を払わないことが不自然とはいえないと指摘
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した（５５頁）。原判決のこの説示に不合理なところはなく、是認できるが、

検察官が反論しているので、以下検討する。 

ａ 検察官は、被告人Ｂは、その経営を補助金に相当程度依存していたＣ

学園及びＧ学園の運営する幼稚園の副園長であり、被告人Ａとの共同経営者

であって、その言動からも補助金の支給に強い関心と執着を抱いていたこと

が明らかな者であるから、経常費補助金を申請するための基礎資料調査を記

載するに当たって、その書面の性質、内容、記載方法等について関心を寄せ

なかったはずがなく、専任教員等の要件について特段の注意を払うことなく、

与えられた数字をただ単純に転記したに留まり、専任要件を理解していなか

ったとは考え難いと主張する（趣意書２７頁～２８頁、関連して同１４頁～

１５頁）。 

確かに、Ｃ学園の平成２６年度から２８年度までのＩ幼稚園に係る経常費

補助金実績報告書（甲１２５・２８０頁、４９８頁、７３９頁）によれば、

基本収入である生徒納付金に対する補助金収入額が平成２６年度は約５４パ

ーセント（２８０頁）、平成２７年度は約１００パーセント（４９８頁）、平

成２８年度は約２８０パーセント（７３９頁。交付を受けたサステナブル補

助金が影響していると思われる。）と補助金の位置付けが相当に大きく、同

学園の運営は相当程度、補助金に依存していたと認められる。この補助金へ

の依存は、Ｇ学園の平成２４年度のＪ保育園に係る経常費補助金実績報告書

（甲５０資料４）や、被告人ＡがＪ保育園は出城でＩ幼稚園は本丸と称して

いること（被告人Ａ第１３回２０頁）に照らして、Ｇ学園の運営においても

同様のものと推認できる。そして、両学園は、いずれも被告人Ｂの実父から

引き継ぎ、被告人両名が夫婦で理事長ないし理事として運営してきた家族経

営の学校法人であり、被告人Ｂにとってはいわば家業ともいうべきものであ

る。そうであれば、被告人Ｂが両学園の運営に欠くことができない補助金に

強い関心を持つのは当然というべきであり、このことは、平成２４年１１月
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に被告人Ｂが、両学園の会計処理を依頼していたＫ税理士に送信したファク

シミリ文書（Ｋ尋問調書別紙７）からも明らかである。すなわち、この元と

なる文書は、平成２４年１１月１６日付けで大阪府私学・大学課から両幼稚

園に宛てたものであり、その内容からして、大阪府が障がい幼児の認定を厳

格にする旨が読み取れるところ、被告人Ｂは、これに「養護にメスが入りま

したね、いいことと思います。しかし学園にとっては、．．．。国の為ならいい

です。」と書き添えて、Ｋ税理士にファクシミリ送信している。この書きぶ

りからして、被告人Ｂは、障がい幼児の認定が厳格化される結果、両幼稚園

の障がい幼児の認定数が減ってしまい、当初見込んでいた補助金額が減額さ

れることを理解した上で、審査を厳格にすることが本来のあり方ではあるも

のの、両幼稚園にとっては、補助金額が減ることになってしまうので喜ばし

いことではないという本音をぼやくものと解される。この文書からは、被告

人Ｂが補助金に強い関心を持っていたことが読み取れる。以上について検察

官が指摘するところは、正当である。 

しかし、だからといって、そのことから直ちに、被告人Ｂが「記入上の注

意」を参照するなどして専任要件を理解していたとの推認が導き出されるも

のではない。 

ｂ 検察官は、次のとおり主張する（趣意書２８頁～２９頁、弁論７頁～

８頁）。 

被告人Ｂは、基礎資料調査の当年度調べ（新規）の専任教員欄に、平成２

６年度は P10、P11、P12、P13 の教員名を、平成２８年度は P15 の教員名を

それぞれ一から書き入れているのであって、単純に転記するだけの作業を行

っていたわけではない。その同一頁内において、「専任教員」欄のすぐ下に

「兼任教員」欄が設けられており、被告人Ｂは、そのうちの「専任教員」欄

に上記各教員の氏名を書き入れているのであるから、当該教員が専任教員な

のか兼任教員なのか判断した上での記載といえる。被告人Ｂがこうした記載
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を行えたということは、被告人Ｂが、「記入上の注意」を見なくても、被告

人両名のような兼務者やパート勤務者が「専任」に当たらないという程度の

ことを理解していたか、「記入上の注意」を参照して判断したと理解するの

が合理的であり、いずれにしても専任要件の基本的な意味を被告人Ｂが認識

していたといえる。しかも、被告人Ｂは、遅くとも平成１９年度から平成２

２年度頃までは、Ｋ税理士に頼ることなく自ら給与台帳等を確認しながら、

前年度調べ及び当年度調べに給与額を記載していたし、平成２３年度及び平

成２４年度にも、それぞれ給与額を記載している（被告人Ｂ当審１１頁～１

４頁、甲５３、甲５４）。これだけ何度も、前年度調べ及び当年度調べの記

入用紙に接し、在籍する教職員が専任の欄と兼任の欄に分けて記載されてい

るのを見れば、被告人Ｂが「記入上の注意」を一度も見る機会がなかったと

は通常考え難い。以上のとおり主張する。 

しかし、被告人Ｂが、当年度調べにおいて記入したのは、専任教員のみで

あり、証拠上、兼任教員として記入したものはなく、被告人Ｂ自身が専任と

兼任について、同時にそれぞれの枠に書き分けている状況は見当たらないこ

とに照らせば、当年度調べを記入したこと自体から、直ちに、被告人Ｂが、

専任教員と兼任教員を区別する要件について基本的に理解した上、その要件

に従い区別して記入したとまで推認することはできないというべきである。

すなわち、被告人Ｂが、専任と兼任の区別があることは認識しつつも、その

区別についてはよく分からないまま、当審公判で供述するように、専任と兼

任の違いは教員免許の有無によるという曖昧な理解などから、兼任の欄にも

免許状の種類を記載するようになっていることに注意を払わなかったり、深

く考えたりすることなく、教員免許を有する P10 らを専任教員として記入し

た可能性を否定し難いのである。また、被告人Ｂの当審公判供述（当審１頁、

２０頁～２２頁）によれば、Ｉ幼稚園は平成２５年度末に多数の教員が退職

し、運営が厳しくなったため、平成２６年３月にＪ保育園を休園にして、そ
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の教員をＩ幼稚園に補充しているというのであり、これに伴い、Ｊ保育園で

専任教員として申請されていた教員を、そのままＩ幼稚園でも専任教員とし

て記入した可能性も考えられる。 

そして、検察官指摘のとおり、被告人Ｂは、多年度にわたって、前年度調

べ及び当年度調べに記入してきたのであるから、「記入上の注意」を一度も

目にする機会がなかったとは考え難いが、他方で、上記のとおり、被告人Ｂ

の行っていた作業は、給与台帳やＫ税理士の作成した下書きに基づき、教員

の氏名に対応する報酬額等の数字を転記することが主であって、専任教員と

兼任教員のいずれに該当するかという判断を伴うものではないことに照らせ

ば、「記入上の注意」の記載内容に注意を払わなかったとしても不思議では

ないとも考えられる。 

以上に照らせば、原判決の説示が不合理であるとはいえない。検察官の主

張は採用できない。 

イ 経常費補助金の詐欺の故意を認める前提として必要な専任要件の認識

の判断枠組みについて 

原判決は、一般に、厳格な専任要件を認識していなくても、P16、P17 及

び平成２７年度以降の P6 のような勤務実態のない者や、平成２６年度の P6

のようにごく短期間しか勤務していない者が専任要件を満たさないというこ

とは、「専任」という用語及び経常費補助金制度の趣旨から容易に認識し得

るということができ、被告人Ｂも同様であると認められると説示した（５４

頁）。その一方で、原判決は、検察官が、平成２６年度の P7 のようなパー

トタイム教員や、他の保育園と兼務していた被告人両名についても、専任教

員等という用語からすれば、これらの者も専任教員等に該当しないことは容

易に認識できると主張したのに対し、「専任」という用語が補助金交付に関

する専門用語である以上、それなりの勤務実態がある者が専任教員等に該当

するかどうかについては、一般的な「専任」という言葉の意味だけからは判
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断がつかない可能性があるとして、その主張を排斥した（５４頁～５５頁）。

このように、原判決が、P6 ら３名の専任要件不充足について被告人Ｂの認

識を認定した点、それなりの勤務実態がある者の専任要件不充足についての

認識と「専任」という用語との関係等を説示した点は、いずれも合理的であ

り、是認できる。 

 これに対し、検察官は、原判決は、詐欺の故意を認める前提として専任要

件に関する正確な理解が必要であると解しているが、専任要件についての正

確な認識の有無を論ずるまでもなく、被告人Ｂの詐欺の故意に必要な認識と

しては、経常費補助金の補助対象とはならない者を補助対象として虚偽申請

するという程度の認識で足りるというべきであり、そうであれば、被告人両

名のような明白な兼務者や P7 のような明白なパート教員もまた、厳密な専

任要件を認識せずとも、経常費補助金の補助対象とはならないと容易に認識

し得ることにおいて、P6 ら３名と何ら異なることはないのであるから、原

判決は、この種事案が詐欺罪に問擬された場合における故意の認定判断枠組

みを誤っていると主張する（趣意書２３頁～２４頁）。 

そこで検討すると、検察官の主張のうち、詐欺の故意を認めるためには、

経常費補助金の補助対象とはならない者を補助対象として虚偽申請するとい

う程度の認識で足りるとする部分は、正当として是認できる。この点、弁護

人は、詐欺罪の故意としては、経常費補助金の配分基準で具体的に定められ

た補助金交付要件としての専任要件を理解し、当てはめの結果としてその専

任要件が欠けていることの認識がなければならないと主張するが（答弁書１

４頁～１６頁）、そのような考え方は、検察官が主張するとおり（趣意書６

８頁～６９頁）、法や行政に無頓着な者ほど虚偽申請の認識が認められない

という不合理な帰結を生じさせかねないのであって、採用することはできな

い。 

しかし、原判決の説示を子細にみれば、原判決は、経常費補助金の詐欺の
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故意を認める前提として必要な専任要件の認識の判断枠組みについて、検察

官の主張と同旨の見解に立って、被告人両名及び P7 が補助対象となる専任

教員等に該当しないことについての被告人Ｂの認識の有無を検討していると

解される。すなわち、原判決は、上記のとおり、被告人Ｂが専任要件を理解

していたとは認められないことを前提にして、被告人両名及び P7 が専任要

件を満たしていないことを、「専任」という用語及び被告人Ｂが理解してい

る経常費補助金制度の趣旨から、未必的にせよ認識し得たか否かを検討して

いるとみられ、この判断手法に誤りはない。検察官の主張は、原判決を正し

く理解しないものといわざるを得ない。 

 ウ 被告人Ａが専任園長、被告人Ｂが専任教員でないことの被告人Ｂの認

識について 

上記のとおり、被告人両名は、高等Ｃ学園保育園において、役職に就き、

１週間のうち数日出勤して相当額の給与等を受け取っていたのであるから、

補助金交付要件上、専任ではなく、兼任に当たることは明らかである。そし

て、検察官は、「専任」という用語は、一般的に「兼任ではなく、もっぱら

その任に当たる」旨の意味内容として理解されているのであって、本来的に

意味が明確であり、補助金交付の要件として用いられただけで、意味が不明

確な用語となるはずはないと主張する（趣意書２４頁～２５頁）。 

確かに、「専任」という用語自体の意味内容は明確である。しかし、どう

いう場で、また、何について「もっぱらその任に当たる」のかという観点か

らみれば、「専任」という用語から、直ちに「専任園長」や「専任教員」の

意味が一義的に明らかであるとは思われない。すなわち、被告人両名は、Ｉ

幼稚園に毎日勤務しているという実績がある上、被告人Ａは園長として、被

告人Ｂは副園長として、それぞれ、他の教職員とは異なる、その職務に専念

していたことからして、これをもって「専任」と理解する余地は十分にある

といえる。加えて、被告人Ｂの経常費補助金についての認識は、園児数及び



40 

教員数に応じて交付される幼稚園の運営費に対する補助金という程度のもの

であることからすると、対外的に上記保育園の仕事を兼務していることが、

専任要件の妨げになるという認識に直ちに結びつくとまではいい難い。そう

すると、被告人Ｂが、被告人両名につき、専任要件を満たさないとの認識を

有していたと認めなかった原判決の認定は、不合理であるとはいえない。検

察官の主張は、採用できない。 

エ P7 が専任教員でないことの被告人Ｂの認識について 

 上記の補助金交付要件によれば、P7 が専任ではなく、兼任に当たる

ことは明らかであるところ、検察官は、被告人Ｂが P7 につき、専任要件を

満たさないとの認識を有していたとして、次のとおり主張する（趣意書２６

頁）。 

P7 は、ハローワークでパート教員の募集を見てこれに応募し、被告人両

名の面接を受けて採用された者であり、出勤時間は専任教員より遅めの午前

９時頃、退勤時間は専任教員より早めの午後３時から午後５時頃とされ、平

成２６年度には、前年度より教員数が増えたこともあって、午後から出勤す

ることも度々あった。そして、給与は、固定給ではなく時給制とされ、税制

上夫の扶養家族となっていたため、パート収入が年１３０万円を超えないよ

うにしていたこともあり、１０万円を超える月がある一方、５万円を切る月

や支払われない月もあるなどまちまちで、賞与もなく、私学共済にも加入し

ていなかった。このような、P7 の専任教員とは異なる雇用、勤務形態が

「専任教員」に当たらないことは明らかであり、被告人Ｂは、P7 が「専任

教員」に当たらないことを認識していたと認められる。以上のとおり主張す

る。 

確かに、検察官が指摘するような P7 の専任教員とは異なる雇用、勤務形

態（甲５５）は、被告人Ｂが、P7 は専任教員に当たらないかもしれないと

未必的に認識していたとの認定に沿う事情とみる余地はある。しかし、P7
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は、勤務時間こそ他の専任教員とは異なるものの、Ｉ幼稚園に毎日出勤して

いた上、家事に従事するほかは、もっぱらＩ幼稚園で、かつ、もっぱら教員

としての仕事をしていたのであるから、その意味で「もっぱらその任に当た

る」とみることも可能である。このことに、被告人Ｂの経常費補助金につい

ての認識の程度も併せ考えると、被告人Ｂが、P7 につき、専任要件を満た

さないとの認識を有していたと認めなかった原判決の認定が不合理であると

はいえない。検察官の主張は、採用できない。 

 さらに、検察官は、被告人Ｂの上記認識を認めるべき論拠として、次

のとおり主張する（趣意書２９頁～３１頁）。 

平成２７年９月８日のＩ幼稚園に対する補助金調査において、P18 ら府職

員は、P6 ら４名に係る平成２６年度の給与台帳並びに平成２６年度及び平

成２７年度の私学共済の加入が確認できないと指摘し、その資料の提出を求

め、その場には被告人Ｂも立ち会っていた（P18１頁～３頁、２０頁～２２

頁、P19１９頁～２２頁、甲１２５・３７８頁）。仮に、被告人Ｂが、私学

共済に加入していない者でも経常費補助金の補助対象教員に当たると誤解し

ていたのであれば、少なくとも私学共済の加入の有無については、何らごま

かしたりその場をやり過ごしたりする必要がなく、加入していないから資料

はないという事実を端的に告げるか、なぜそこまで資料を求めるのかと反論

すればいいにもかかわらず、被告人Ｂは、いずれの対応もとらずに、被告人

Ａと共にただ黙ってその場をやり過ごす態度をとっていた（P19２１頁～２

２頁）。これは、被告人Ｂにおいて、私学共済への加入が補助対象者の必須

要素であることを理解していたこと、すなわち P7 が経常費補助金の補助対

象者ではないことを認識していたことの現れである。以上のとおり主張する。 

確かに、調査を受ける側からすれば、府職員が P7 を含む P6 ら４名の私学

共済の加入及び給与額に関する資料の補充を求めたことからして、私学共済

の加入の有無が補助金の支給に関係しているのではないかと推測することは
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あり得ると思われる。しかし、P7 についてみれば、P7 は、P16、P17 及び平

成２７年度以降の P6 のような勤務実態のない者や、平成２６年度の P6 のよ

うにごく短期間しか勤務していない者とは異なり、平成２５年４月から平成

２７年３月までの間、すなわち、平成２５年度及び平成２６年度にパートタ

イムとはいえ毎日出勤して現に勤務していたし、私学共済加入が専任教員の

要件であることは「記入上の注意」等を見ないと容易に分からない事柄であ

り、そして、上記のとおり、被告人Ｂが専任要件について正確に理解してい

たとは認め難いのである。これらのことからすると、被告人Ｂは、実際に毎

日勤務していた P7 について、私学共済加入のことが問題とされていること

は、その場で漠然と認識しつつも、確かなことは言えないため、被告人Ａに

対応を任せ、特段の対応をしなかったものとも考えられる。勤務実態のある

P7 につき、勤務実態がないなどの P6 ら３名の場合と同列に論ずる検察官の

主張は当たらず、原判決の上記認定を左右するものではない。 

オ P6 ら３名を専任教員として申請したことについての被告人Ｂの認識

について 

原判決は、被告人Ｂが、P6 ら３名の勤務実態を認識していたこと、及び、

平成２６年度から平成２８年度において、基礎資料調査の前年度調べ及び当

年度調べに一定の記入をして被告人Ａに渡していることから、その専任教員

欄に前年度に勤務していない者の氏名が書かれていることは認識していたこ

とを前提として、各年度の被告人Ｂの認識について検討している。その上で、

原判決は、先に述べたとおり、いずれの年度においても、被告人Ｂが、勤務

実態等を偽る内容の補助金申請がなされることを認識していたと認めること

はできないと結論付けている。他方、検察官は、以上の検討結果と結論を争

うので、原判決の検討する順序に従って、順次判断する。 

 平成２６年度の基礎資料調査記入時の被告人Ｂの認識について 

ａ 原判決は、被告人Ｂが、前年度に勤務していない者の氏名に対応する
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給与額の欄等を空白のままで被告人Ａに渡し、その後、これらの欄に虚偽記

入をしたのは被告人Ａであることからすると、被告人Ｂにおいて、基礎資料

調査を被告人Ａに渡す時点で、被告人Ａが前年度に勤務していない者の給与

額の欄等に虚偽記入することを予期していたと認めるべき事情がない限り、

勤務実態等を偽る内容の補助金申請がなされることの認識が被告人Ｂにあっ

たと推認することはできないと説示する（５７頁）。この説示自体に、格別

不合理なところはない。 

ｂ 続いて、原判決は、上記事情の検討に入り、被告人Ｂは、教職員の給

与額等の数字をＫ税理士作成の書面から転記するという比較的単純な作業に

従事していたにすぎず、その他の記載や申請そのものは被告人Ａが行ってい

たものであるから、被告人Ｂにおいて、経常費補助金の申請手続に関する詳

しい知識があったとは認め難く、そのような被告人Ｂが、前年度調べ及び当

年度調べの専任教員欄に、前年度における勤務実態のない教員の氏名が印字

されているのを見て、被告人Ａが前年度に専任教員数を水増しして経常費補

助金を申請したことを認識したと推認するのは困難であると説示して、これ

を上記事情が認められない理由の一つとして挙げる（５７頁）。 

ｃ しかし、上記ｂの説示は、論理則、経験則等に照らして不合理という

べきであって、是認できない。 

すなわち、被告人Ｂは、上記のとおり、本件に先立つ、平成１９年度から

平成２４年度までにも、それぞれ、前年度調べや当年度調べの給与額を記載

していた。そして、基礎資料調査は、毎年度送付されてきて、前年度と当年

度についての記載が求められるものであり、前年度の基礎資料調査の当年度

調べで専任教員として申請された者の氏名が、当年度の基礎資料調査の前年

度調べ及び当年度調べにおいて、あらかじめ専任教員として印字されてくる

という仕組みで一貫していた。また、被告人Ｂは、上記のとおり、専任教員

等の員数等に応じて経常費補助金が交付されることや、専任教員等の員数が
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基礎資料調査に基づいて把握されるものであることについて、概括的な認識

を有しており、被告人Ｂにおいて、基礎資料調査を送付してきて記載を求め

る公的機関（客観的には大阪府）が、提出された前年度の基礎資料調査を離

れて独自に専任教員を調査して印字したとか、勝手に専任教員とすべき者を

選別して印字したなどと考える合理的な理由は見当たらない。これらのこと

からすると、被告人Ｂは、比較的単純な作業に従事する中にあっても、上記

公的機関が、前年度の申請実績に基づき、前年度に専任教員として申請され

た者を、当年度の前年度調べや当年度調べにあらかじめ専任教員として印字

して送付してくるものであるという単純な法則に気付き、これを理解してい

たと優に推認できる。 

そして、被告人Ｂが、P16及び P17を含む P6ら３名の勤務実態を認識して

いたことは、原判決が説示するとおりである（５６頁）。このうち、被告人

Ｂが勤務実態のない P16 について専任要件を満たさないと認識していたこと

は、原判決が正当に認定している（５４頁）。そこで、被告人Ｂが平成２５

年度の P17 について専任要件を満たさないと認識していたかをみると、P17

の検察官調書（甲６１）によれば、P17 は、平成２５年３月にＪ保育園を辞

めたが、被告人ＢからＩ幼稚園に手伝いにきてほしいと頼まれ、同年５月か

６月頃から７月中旬頃までの１学期の間、月に１０日程度Ｉ幼稚園に行き、

手伝いをしたが、勤務時間は限られており、給料は特に決まっておらず、た

まに被告人Ｂから、手渡しで数千円をもらうという形であったことが認めら

れる。このような臨時かつ短期間の手伝いともいうべき P17 の勤務実態のほ

か、平成２３年頃からＩ幼稚園等の給与計算に携わるとともに、被告人Ｂの

依頼によりほぼ毎年、前年度調べの下書きを作成して被告人Ｂに送付してい

たＫ税理士は、P7 のことをパートタイム勤務の教員と認識していたのとは

異なり、P17 がＩ幼稚園で勤務していたとは全く認識していなかったこと

（K３頁、２３頁～２６頁、甲５１）、P20 も P17 が平成２５年度にＩ幼稚
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園で勤務していた事実はないと認識していること（甲４７）を併せ考えると、

被告人Ｂは、P17 が平成２５年度において経常費補助金の補助対象となる専

任教員には当たらないことについて、少なくとも未必的な認識を有していた

と認めるのが相当である。 

このように理解し、認識していた被告人Ｂは、平成２６年度の前年度調べ

及び当年度調べを記入するに当たり、上記のとおり、前年度の勤務実態がな

いなどの理由で専任要件を満たさないと認識している P16 及び P17 が、「教

職員コード」という識別番号まで付されて専任教員として印字されているこ

と、そして、その P16 及び P17 についても、前年度調べにおいては前年度の

年間給与支払総額の、当年度調べにおいては当年度の５月給与支払月額の、

各記入を求められていることを認識したものと推認できる。 

そうすると、被告人Ｂは、P16 及び P17 が専任教員として印字されている

ことについて、なぜなのかと疑問に思うのが当然であって、この疑問は、被

告人Ａが前年度の経常費補助金の申請において、これらの者の分を専任教員

として水増し申請したのだろうという認識にたやすくつながるものと考えら

れる。そして、被告人Ｂが、共同経営者の立場として、被告人Ａのそのよう

な行為を容認できないのであれば、被告人Ａにその点を問うなどして是正を

求めるのが常識的な対応であるにもかかわらず、被告人Ｂが、そのような対

応をした形跡はなく、逆に、専任要件を満たさないと認識している P16 及び

P17 について、給与額欄白紙のまま被告人Ａに引き継いだことが明らかであ

る。この行動からは、被告人Ｂは、少なくとも、被告人Ａが空欄に虚偽の給

与額を書き入れて経常費補助金を水増し申請するかもしれないと認識しなが

ら、これを容認して、水増し申請を被告人Ａに委ねていたとみるのが合理的

であり、その意図を被告人Ａと共有していたと推認できる。 

ｄ この点に関し、原判決は、被告人Ｂは、平成２６年度の当年度調べで

は、P16 及び P17 以外にも教職員コードが２０６番の教員も空欄にしたと認
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められるところ、２０６番の教員については、その後、被告人Ａが「退職」

と記入したと認められること（甲１２５・１６４頁）に照らすと、P16 及び

P17 についても同様に被告人Ａが「退職」と記入する可能性が十分にあった

といえるから、被告人Ｂが P16 及び P17 の氏名の印字を被告人Ａに指摘しな

かったからといって、被告人Ａとの間で専任教員数を水増しして申請しよう

という意図を共有していたとみるべきことにはならないと説示して、これも

上記ａでいう事情が認められない理由として挙げる（５７頁～５８頁）。 

しかし、平成２５年度において、平成２０年３月末で退職した後わずかに

手伝いをしていただけで勤務実態のない P16、及びこれに準じて上記のとお

り臨時かつ短期間の手伝いをしたにとどまっていた P17 と、８か月間の勤務

実態があって後に退職した２０６番の教員とを同列のものとして考え、P16

や P17 についても、被告人Ａが、今更そして殊更「退職」という記入をする

だろうと考えたなどというのは不自然、不合理な発想である。また、原判決

がいう「退職」と記入するとの趣旨を、抹消を含めて申請内容としてそのま

ま残さない可能性をいう趣旨と理解しても、そもそも、平成２５年度の勤務

実態のない P16 及びこれに準じる P17 の氏名が平成２６年度の基礎資料調査

に印字されていること自体、大阪府側の誤り等で生じる余地がなく、通常あ

り得ない事態であり、このことからして、被告人Ａが前年度に補助金を水増

し申請したことが強くうかがわれるにもかかわらず、被告人Ａから特段説明

を受けないまま、被告人Ａが正しい申請内容に改めると考える根拠は乏しい。

しかも、仮に、被告人Ａが、P16 及び P17 につき、当年度調べの申請内容を

抹消したとしても、前年度の勤務実態がある２０６番の教員と異なり、勤務

実態のない P16 及びこれに準じる P17 について、前年度調べの記入をどうす

るのかの問題は残るのであるから、被告人Ａが申請内容として残すことはな

いだろうと楽観して、これらの者の給与支払総額欄を空白にしたまま被告人

Ａに渡したなどという想定は、やはり不自然、不合理である。原判決が２０
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６番の教員について指摘する事情は、被告人Ｂにおいて、少なくとも、被告

人Ａが虚偽の給与額を書き入れて水増し申請を行うことを未必的に認識しな

がら、これを被告人Ａに委ねていたことを推認する妨げとはならない。 

以上と同旨をいう検察官の主張（趣意書３６頁～４４頁）は正当であり、

被告人Ｂが、平成２６年度の基礎資料調査記入時において、被告人Ａが専任

教員数を偽って、補助金を水増し申請することを認識していたことは明らか

である。なお、平成２６年度の P6 に関する虚偽申請については、前年度調

べ及び当年度調べに P6 の印字はされていなかったから、これまで説示した

ところによっても、被告人Ｂに被告人Ａが虚偽申請をすることの認識を認め

ることはできない。 

 平成２７年度の基礎資料調査記入時の被告人Ｂの認識について 

平成２７年度については、平成２６年度と同様の手続が繰り返されたにす

ぎないから、その認識を覆すような特段の事情がない限り、被告人Ｂが前年

度と同様の認識を有していたと当然に推認されるところ、そのような特段の

事情は見当たらない。 

原判決は、被告人Ｂは、平成２７年度も、前年度調べ及び当年度調べに一

定の記入をしており、その際、P6 ら３名の氏名が専任教員として印字され

ているのを認識したと考えられるとしつつ、平成２６年度について述べたの

と同様の理由により、被告人Ｂにおいて、基礎資料調査を被告人Ａに渡す時

点で、被告人Ａがその後虚偽記入することを予期していたと認めるべき事情

は認められず、したがって、勤務実態等を偽る内容の補助金申請がなされる

ことの認識が被告人Ｂにあったと推認することはできないと説示する（５８

頁）。 

しかし、平成２６年度について原判決が説示する理由自体が不合理である

ことは、上記 ｃ、ｄのとおりであり、その前提となる事実の一つである P

6 ら３名が専任要件を満たさないことについての被告人Ｂの認識は、P17 が
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平成２６年度には一切Ｉ幼稚園で勤務していないことからすると、より明確

なものとなっていたと考えられる。 

しかも、印字されている勤務実態のない教員について、被告人Ａが「退職」

と記入する可能性があったなどと指摘する原判決の論理は、平成２７年度に

ついて、次のとおり、より一層破綻しているというべきである。すなわち、

原判決の論理によれば、①被告人Ｂは、平成２６年度の前年度調べ及び当年

度調べに勤務実態のない P16 及びこれに準じる P17 の氏名が印字されている

のを見ても、被告人Ａが「退職」と記入する可能性があるとして、特に指摘

せずに、前年度の年間給与支払総額や当年度の５月給与支払月額を空欄にし

て被告人Ａに渡した、②平成２７年度になって、被告人Ｂは、前年度に「退

職」と記入された２０６番の教員は、平成２７年度の前年度調べ及び当年度

調べに印字されていない一方、勤務実態のない P16 及び P17 の氏名は、依然

として２年連続して印字されていて、再び前年度の年間給与支払総額や当年

度の５月給与支払月額の記入が求められていることを知った、③平成２６年

度の基礎資料調査の提出に当たり、被告人Ａが P16 及び P17 について、「退

職」と記載しなかったことは明らかであったが、被告人Ｂは、平成２６年度

と同様に、被告人Ａが平成２７年度の基礎資料調査の提出に当たって勤務実

態のない P6 ら３名について「退職」と記載するであろうと考えた、と想定

することになる。①については、上記 ｄのとおり、不合理性を指摘できる

し、②、③については、被告人Ｂは、被告人Ａが前年度に勤務実態のない教

員を専任教員として虚偽申請したからこそ、またもや印字されたと理解する

のが当然であって、それにもかかわらず「退職」と記載するとは、とても考

えられないのであるから、原判決の論理は、破綻を来しているというほかな

い。 

以上と同旨をいう検察官の主張（趣意書４４頁～４６頁）は正当であり、

平成２７年度の基礎資料調査記入時の被告人Ｂの認識に係る原判決の説示は、
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論理則、経験則等に照らして不合理なものであることが明らかである。 

 平成２７年９月の補助金調査時の被告人Ｂの認識について 

ａ P18 ほか府職員が、平成２７年９月８日、同年度の補助金調査の結果

告知の場で、P6 ら４名に係る平成２６年度の給与台帳並びに平成２６年度

及び平成２７年度の私学共済の加入が確認できないとして、幼稚園側にそれ

らの資料の提出を求めるなどの指摘をした際に、被告人両名からは、P6 ら

４名がＩ幼稚園で勤務していない旨の説明がなかったことは、原判決が正当

に認定するところである。その上で、原判決は、「被告人Ｂは、府職員から

指摘を受けることにより、被告人Ａが基礎資料調査において P6 ら３名に係

る経常費補助金を水増しして申請したのかもしれないという認識を抱くに至

ったと推認することができる。」という一方で、「そうだとしても、経常費

補助金の申請手続を中心的に行っていたのは被告人Ａであるから、被告人Ｂ

が、上記指摘に対して P6 らの勤務の有無について申告しなかったのは、被

告人Ａに対応を任せて口出しをしなかったと考える余地が十分ある。しかも、

補助金調査において、府職員の指摘で給与台帳等の資料の提出が求められた

ことにより、その後虚偽の給与台帳等を提出しない限り、経常費補助金の水

増し申請を撤回せざるを得ない状況になっていたところ、その後虚偽の給与

台帳等の作成や提出を行ったのは被告人Ａであるから、被告人Ｂとしては、

被告人Ａがその後水増し申請を撤回するだろうと思ったとしても不合理では

ない。」と説示して、同補助金調査の時点で、被告人Ｂにおいて、被告人Ａ

がその後虚偽の給与台帳等を作成等するつもりであると認識していたと認め

ることはできないと結論付ける（６０頁）。 

ｂ しかし、この認定、説示は、論理則、経験則等に照らして不合理であ

り、是認できない。 

すなわち、P18 ほか府職員から上記のとおりの指摘を受けた被告人Ｂは、

P6 ら３名を経常費補助金の補助対象とすることが補助金調査で問題とされ
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ていることを認識したものと、明らかに認められる。そして、被告人Ｂは、

Ｉ幼稚園における経理や労務の担当者であって、府職員が確認しようとして

いる P6 ら３名の勤務実態や給与支払の実態について、率先して答えるべき

立場にあり、かつ、その場で P6 ら３名が勤務していないなどと容易に答え

ることができたことも明らかである。そうすると、仮に、被告人Ｂにとって、

P6 ら３名を補助対象とする申請が全く予期しておらず、容認していないこ

とであれば、被告人Ｂは、府職員に対し、P6 ら３名がそもそも勤務してい

ないことを躊躇なく告げて、意外であるとの様子を示したり、何かの間違い

ではないかなどと尋ねたりするのが自然であるし、また、Ｉ幼稚園の共同経

営者としての立場から、被告人Ａに対しても、事情を確認するなどの発言が

あってしかるべきである。ところが、被告人Ｂは、P6 ら３名に勤務実態が

ないことに口をつぐみ、何ら余計なことを言わなかったばかりか、午後５時

頃、園内アナウンスによって、補助金調査を終了させるようにせかすことま

でしたのである。この対応は、被告人Ｂにとって、府職員の指摘によって推

認される被告人Ａによる水増し申請が意外なことではなく、むしろ、かねて

から、被告人Ｂもこれを容認しており、その場では、被告人Ａに協力して真

実を隠そうという意思があったからこそのものと考えるのが自然である。そ

して、このことは、上記 、 で述べたところにも整合しており、合理的で

あるといえる。 

これに対し、原判決は、府職員の指摘によって被告人Ｂが未必的認識を抱

いたと推認した上、被告人Ｂが被告人Ａに対応を任せて口出しをしなかった

と考える余地が十分あると説示するが、被告人Ｂが、それまで被告人Ａによ

る水増し申請を何ら予期も容認もしておらず、そのとき初めて認識したと考

えるのは、上記のとおり、そういう場合に被告人Ｂがとると想定される態度

に照らしても、また、上記 、 で述べたところからも、合理性を欠いてい

るといわざるを得ない。 
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ｃ また、原判決が説示するように、平成２７年度分の申請を撤回すると

しても、P6 ら３名につき、存在し得ない平成２６年度分の給与台帳等の資

料を提出しなければ、同年度分の補助金の水増し申請が発覚するのであるか

ら、平成２７年度分の申請を撤回すれば足りるという単純かつ楽観的な事態

でないことは明らかであり、水増し申請の発覚を免れるためには、虚偽の給

与台帳等を作成、提出するほかないのである（甲５０、甲６３、甲１２５・

３８０頁）。被告人Ｂとしても、被告人Ａが虚偽の水増し申請を行ったこと

が明らかである以上、被告人Ａがきっと撤回するだろうと軽々に決めつける

ことはできないはずであり、そのように安易に考えるのが無理もないといえ

るだけの根拠も見当たらないことに照らせば、被告人Ａが水増し申請の発覚

を免れるため、虚偽の給与台帳等を作成して提出することについて、被告人

Ｂには、少なくとも未必的な認識があったものと認められる。 

以上と同旨をいう検察官の主張（４７頁～５０頁）は正当であり、原判決

の判断は是認できない。 

  平成２８年度の基礎資料調査記入時の被告人Ｂの認識について 

平成２８年度についても、平成２６年度及び平成２７年度と同様の手続が

繰り返されたにすぎないから、その認識を覆すような特段の事情がない限り、

被告人Ｂが前年度と同様の認識を有していたと当然に推認されるところ、そ

のような特段の事情は見当たらない。 

 原判決は、被告人Ｂは、平成２８年度も、前年度調べ及び当年度調べ中の

前年度に勤務していない者の給与額の欄等については、空白のままで被告人

Ａに渡しているが、その他の欄に一定の記入をしており、その際、これに P

6 ら３名の氏名が印字されているのを認識したと考えられるとしつつ、被告

人Ｂが前年度調べ及び当年度調べの各様式に教職員の氏名が印字されている

ことの意味を理解していたとは認められないことは平成２６年度について述

べたのと同様であるとして、被告人Ｂが、その印字を契機として、被告人Ａ
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が前年度に専任教員数を水増しして経常費補助金を申請したと認識したこと

を認めることはできないと説示する。その上で、原判決は、被告人Ｂにおい

て、被告人Ａが、平成２７年度の補助金調査の後、水増し申請を撤回したか

もしれないと思った可能性が否定できないから、被告人Ｂが、平成２８年度

の基礎資料調査記入時点で、被告人Ａがその後勤務実態のない者らについて

虚偽の申請を行うことを予期していたと認めるべき事情は認められず、した

がって、勤務実態等を偽る内容の補助金申請がなされることの認識が被告人

Ｂにあったと推認することはできないと説示する（６０頁～６１頁）。 

しかし、基礎資料調査の前年度調べ及び当年度調べへの給与額の記載を重

ねれば重ねるほど、被告人Ｂが、先に述べた専任教員としての申請と専任教

員としての印字との単純な法則についての理解を一層深めていったことは、

容易に推認できることであるのに、被告人Ｂが、どんなに経験を積んでも、

教職員の氏名が印字されることの意味を理解できなかったかのようにいう原

判決の判断は、不合理である。 

そして、平成２８年度の基礎資料調査の記入用紙には、退職した職員や、

平成２７年９月の補助金調査で退職していることを理由に大阪府から削除を

求められて撤回することとなった教職員の氏名は印字されておらず、前年度

の申告や撤回の結果がきちんと反映されているのに対し、P6 ら３名の氏名

は依然として印字されており（甲１２５・３４０頁、３４２頁、３４４頁、

３５２頁、３７８頁、５４０頁、５４２頁、５４６頁、５４８頁）、これら

の事実は被告人Ｂにも明らかであった。そうすると、仮に、同補助金調査の

後に、被告人Ｂが、P6 ら３名につき水増し申請を撤回したかもしれないと

思った可能性をいう原判決の前提に立ったとしても、平成２８年度の基礎資

料調査における P6 ら３名の印字を見れば、その時点で、被告人Ｂが、なお

も同様に思い続けるということは、想定し難く、これに反する原判決の判断

は是認できない。 
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以上に加えて、被告人Ｂが、それまでと同様、P6 ら３名について、被告

人Ａに問い質すでもなく、その給与額を空欄のままで被告人Ａに渡している

こと、被告人Ｂにおいて、平成２７年度の水増し申請を撤回していない被告

人Ａが、平成２８年度も同様の水増し申請を繰り返すと考えるのは自然であ

ること、次に述べる平成２８年９月の補助金調査で、府職員から P6 ら３名

につき私学共済加入の資料の提出を求められた際も、被告人Ｂが真実を申告

しなかったことを踏まえれば、被告人Ｂは、平成２８年度の基礎資料調査記

入時において、被告人Ａが専任教員数を偽って、補助金を水増し申請するこ

とを認識していたと優に認められる。 

以上と同旨をいう検察官の主張（趣意書５０頁～５３頁）は正当である。 

  平成２８年９月の補助金調査時の被告人Ｂの認識について 

 ａ P18 ほか府職員が、平成２８年９月１５日、同年度の補助金調査の結

果告知の場で、P6 ら３名に係る私学共済の加入が確認できないとして、そ

の資料の提出を求めるなどの指摘をし、その場に被告人Ｂも立ち会っていた

こと（P18１５頁～１７頁、甲１２５・６１０頁、６１２頁）は、原判決が

正当に認定するとおりである。なお、被告人Ｂは、当審公判において、結果

告知の場に立ち会っていなかったと供述するが（当審１７頁～１８頁）、採

用できない。 

 ｂ その上で、原判決は、「被告人Ｂは、平成２８年度の補助金調査での

指摘を受けることにより、被告人Ａが、平成２８年度でも、基礎資料調査に

おいて P6 ら３名に係る経常費補助金を水増しして申請したのかもしれない

という認識を抱いたと推認することができる。」という一方で、「そうであ

るとしても、被告人Ｂは、被告人Ａが平成２７年度の調査の後に水増し申請

を撤回したかもしれないと思った可能性があるという点では平成２８年度基

礎資料調査記入時のときと同様であるから、被告人Ｂは、平成２８年度の補

助金調査の時点で、被告人Ａがその後、その調査での指摘を受けて専任教員
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数の水増し申請を撤回するかもしれないと思った可能性を否定できない。」

と説示して、同補助金調査の時点で、被告人Ｂにおいて、被告人Ａがその後

私学共済の加入に関する虚偽の書類等を作成等するなどして、専任教員数を

水増しして偽る意思を有すると認識していたと認めることはできないと結論

付ける（６１頁～６２頁）。 

ｃ しかし、被告人Ｂにおいて、被告人Ａが平成２７年度の補助金調査の

後に水増し申請を撤回したかもしれないと思った可能性があるとか、平成２

８年度の基礎資料調査における P6 ら３名の印字を見ても、なおも同様に思

い続けるという判断が不合理であり、是認できないことは、上記のとおりで

ある。また、平成２８年度の補助金調査時、府職員から前年度と同じ指摘を

受け、被告人Ｂが、前年９月の補助金調査時と同様に「水増しして申請した

のかもしれない」という認識を抱いたというのであれば、その時点で、被告

人Ａが平成２７年度の補助金調査の後に水増し申請を撤回したかもしれない

との認識は、誤りであったとして、被告人Ｂの脳裏から、もはやなくなって

しまうはずである。さらに、被告人Ｂが、府の指導を受けながら２年続けて

水増し申請した被告人Ａに対し、今回も「撤回するかもしれない」などと思

って安心するなどとは到底考えられない。原判決の説示が不合理であること

は明らかである。 

以上と同旨をいう検察官の主張（趣意書５３頁～５５頁）は正当である。 

 小括 

 以上のとおり、被告人Ｂが、遅くとも、平成２６年度の基礎資料調査記入

時以降、被告人Ａにおいて勤務実態がないなどの P6 ら３名（平成２６年度

は P16 及び P17 の２名）を補助対象者である専任教員と偽って経常費補助金

を水増し申請し詐取することについて、認識を有していたことを優に認める

ことができる。 

  検察官の事実誤認の論旨中、共同正犯の成立について 
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 原判決は、「被告人Ｂには、虚偽の経常費補助金の申請をしてこれを詐取

することについて、被告人Ａとの間での意思の連絡や被告人Ｂの正犯性を認

めることはできないから、被告人Ｂと被告人Ａとの間に共謀があったとは認

められない」と説示して、被告人Ａとの共同正犯の成立を否定する。すなわ

ち、原判決は、検察官が、被告人Ｂについて、被告人Ａとの共謀が成立する

根拠として指摘する、①被告人Ｂが、各基礎資料調査において、虚偽と分か

るはずの「教員組織・給与額調」に給与額等を記入していること、②被告人

Ｂが、平成２７年度及び平成２８年度の各補助金調査において、府職員の指

摘に対し、P6 ら４名又は P6 ら３名がＩ幼稚園で勤務していない事実を述べ

なかったこと、③被告人Ｂが、経常費補助金の入金先であるＣ学園の預金口

座を管理していたことにつき、いずれも検察官の主張を排斥した。具体的な

内容をみると、原判決は、①について、被告人Ｂの作業は、給与台帳やＫ税

理士の作成した下書きに基づき、給与額等を各「教員組織・給与額調」に転

記するという比較的単純なものであり、しかも、勤務実態のない者の給与額

の欄等について空白のままで被告人Ａに渡しただけであって、虚偽の経常費

補助金の申請に関連するものは含まれていない、②について、経常費補助金

の申請手続は、そのほとんどを被告人Ａが行っていたものであって、被告人

Ａが名実ともに経常費補助金の申請者というべきであり、一方、被告人Ｂは、

Ｉ幼稚園の副園長の立場ではあるが、経常費補助金の申請手続にはほぼ関与

しておらず、その詳細を知り得る状況ではなかったと認められ、このような

被告人両名の立場や状況の違いに照らすと、被告人Ｂが、平成２７年度及び

平成２８年度の補助金調査での指摘を受けても事実を告げなかったことが、

経常費補助金を被告人Ａと共同してだまし取ったと評価し得るほどに重要な

関与と評価することはできない、③について、経常費補助金が被告人Ｂの個

人的な用途に利用・支出されたというならともかく、Ｃ学園の運営資金とし

て利用・支出されたのであれば、共謀の有無にかかわらず、経理業務を担当
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していた被告人Ｂが支出に関与するのは当然であるから、この点が共謀の成

立を基礎付ける事情とはいえないと説示した（６３頁～６５頁）。 

しかし、原判決の①ないし③の説示は、被告人Ｂに被告人Ａが専任教員数

を水増しして虚偽申請することの認識があったとは認められないという原判

決の誤った認定を前提としている点で、当を得ないものである。すなわち、

被告人Ｂに、被告人Ａが専任教員数を水増しして虚偽申請することの認識が

ないのであれば、被告人Ａによる虚偽記入に関わろうが、府職員からの指摘

に対して応答せずにやり過ごそうが、補助金の管理に関わろうが、それらが

共同正犯を基礎付ける事情に当たらないのは当然である。 

そこで、被告人Ｂに、被告人Ａが虚偽申請することの認識が認められるこ

とを前提として、検察官が指摘する、被告人両名間の虚偽申請についての意

思の連絡の有無及び被告人Ｂの正犯性について、当審において改めて検討す

る。 

ア 被告人両名間の虚偽申請についての意思の連絡の有無について 

被告人Ｂは、被告人Ａが P6ら３名（平成２６年度は P16及び P17の２名。

以下のイにおいても同じ）を専任教員と偽って虚偽申請することの認識を有

しながら、前年度調べ及び当年度調べにつき、P6 ら３名以外の部分の記入

を完成し、あとは P6 ら３名の給与額等を記載すればよいだけの状態に整え

て被告人Ａに引き継いでおり、この事実は、経常費補助金の虚偽申請につい

て、被告人両名の間に意思の連絡があったことを推認させる強力な一事情で

ある。 

また、被告人Ａが、被告人Ｂとの意思の連絡なしに基礎資料調査の記入を

被告人Ｂに委ねたならば、自己の不正が被告人Ｂに露見する危険が大きいほ

か、印字されている水増しに係る者の氏名の記載を被告人Ｂが削除するおそ

れもあるし、意思の連絡がないまま被告人Ｂを府の補助金調査の結果告知の

場に立ち会わせれば、先にも説示したとおり、府職員から尋ねられたときに、
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被告人Ｂが、経理及び労務の担当責任者として、P6 ら３名に勤務実態がな

いことを回答してしまい、虚偽申請が露見する可能性が大きいといえる。そ

うすると、被告人Ａが、前年度調べ及び当年度調べの多くの欄の記入を被告

人Ｂに委ね、また、府の補助金調査の結果告知の場に被告人Ｂを立ち会わせ

たという事実は、被告人両名の間に意思の連絡があったことを推認させる。 

加えて、そもそも、被告人Ｂが、その経営を補助金に相当程度依存してい

たＣ学園及びＧ学園の運営する幼稚園の副園長であり、被告人Ａとの共同経

営者であって、補助金の受給に強い関心と執着を抱いていたことは、既に認

定したとおりであり、被告人Ａが経常費補助金の虚偽申請をするに当たり、

被告人Ｂが蚊帳の外に置かれていて、被告人両名の間に意思の連絡がなかっ

たとは考え難いというべきである。 

以上によれば、経常費補助金の虚偽申請について、被告人両名の間に意思

の連絡があったことを優に認定でき、これと同旨をいう検察官の主張（趣意

書５９頁～６１頁）は正当である。 

イ 被告人Ｂの正犯性について 

上記のとおり、被告人Ｂは、被告人Ａが P6 ら３名を専任教員と偽って虚

偽申請することの認識を有しながら、前年度調べ及び当年度調べにつき、P6

ら３名以外の部分の記入を完成し、あとは P6 ら３名の給与額等を記載すれ

ば提出、申請できる状態に整えて被告人Ａに引き継いでいるのであるから、

これは被告人Ａによる虚偽申請、すなわち実行行為に密接不可分な行為とい

える。また、被告人Ｂは、補助金調査における府職員からの指摘に対して、

幼稚園の共同経営者であり、その担当業務からして、真実を申告すべきであ

ったのに、被告人Ａと意思を連絡し、虚偽申請の発覚を防ぐため、真実を告

げることなくやり過ごしており、これは、府職員に対する被告人Ａの欺罔行

為を不作為によって後押しする行為というべきである。さらに、被告人Ｂは、

虚偽申請に係るものであることを認識しながら、補助金を受け入れて、これ
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を管理していたのであるから、これもまた犯行への重要な関与といえる。加

えて、上記のとおり、Ｉ幼稚園は、被告人Ｂの実父から引き継ぎ、被告人両

名が夫婦で理事長ないし理事として運営してきた家族経営の学校法人であり、

被告人Ｂにとってはいわば家業ともいうべきものであったから、Ｃ学園が補

助金を取得するか否かは、被告人両名夫婦にとって重大な利害に関わる事柄

であったといえる。そして、被告人Ｂの当審公判供述（当審２０頁～２２頁）

によれば、Ｉ幼稚園では平成２５年度末に多くの教員が退職して、深刻な教

員不足に陥っており、このことに経常費補助金が園児数及び教員数に応じて

交付される幼稚園の運営費に対する補助金であり、教員の退職が経常費補助

金の額に影響するとの被告人Ｂの経常費補助金についての認識を踏まえれば、

被告人Ｂにおいても、Ｉ幼稚園の経営安定のため、経常費補助金が減額され

ないように専任教員数を偽って水増し申請することに賛同する動機が認めら

れる。以上に照らせば、被告人Ｂに正犯性が認められることもまた明らかで

あり、これと概ね同旨をいう検察官の主張（趣意書６２頁～６４頁）は正当

である。 

 検察官の事実誤認の論旨に対する結論 

以上のとおり、P6ら３名（平成２６年度は P16及び P17の２名）に関する

虚偽申請について、被告人Ｂには、被告人Ａによる虚偽申請の認識及び被告

人Ａとの共謀を認めることができる。 

なお、上記のとおり、被告人両名及び P7 に関する虚偽申請については、

被告人Ｂに虚偽申請であることの認識を認めることができず、平成２６年度

の P6 に関する虚偽申請については、被告人Ｂに被告人Ａが虚偽申請をする

ことの認識を認めることはできない。しかし、各年度の基礎資料調査、経常

費補助金交付申請書、経常費補助事業変更承認申請書等の提出による虚偽申

請は、専任教員数を偽って申請して経常費補助金をだまし取るという犯意の

下、平成２６年度の被告人両名及び P6 ら４名、平成２７年度及び平成２８
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年度の被告人両名及び P6 ら３名について、それぞれ一括して行われている

から、被告人Ｂは、共同正犯における同一構成要件内の錯誤として、虚偽申

請であることの認識を欠く被告人両名及び P7 を専任教員等と装ったことに

よる詐取分や、被告人Ａが虚偽申請をすることの認識を欠く平成２６年度の

P6 を専任教員と装ったことによる詐取分を含めて、全体について故意責任

を免れず、被告人Ａとの共謀による詐欺の共同正犯が成立するというべきで

ある。被告人Ｂに被告人両名、P7 及び平成２６年度の P6 に係る虚偽申請に

ついて上記の認識が認められないことは、被告人Ｂの量刑において考慮する

のが相当である。 

以上のとおり、被告人Ｂにつき、詐欺の故意及び被告人Ａとの共謀を認め

なかった原判決に、判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認があるこ

とは明白であり、検察官の被告人Ｂに対する事実誤認の論旨は、結論として

理由がある。 

また、検察官は、被告人Ａに対する事実誤認の論旨として、原判決が、被

告人Ａについて、被告人Ｂとの共謀を認めず、単独犯として認定したことに

は、判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認があると主張する。しか

し、被告人Ａは、経常費補助金事件の首謀者であり、前年度調べ等に虚偽記

入をして補助金申請するなど実行行為の全てを 1 人で行うとともに、府職員

の指摘に対して、虚偽申請の発覚を免れるために、後日、関係者に指示して、

給与台帳等の内容虚偽の書面を作成させて府に提出するという実行行為に密

接に関連する行為にも及ぶなど、主体的、積極的に犯行を主導したのに対し

て、被告人Ｂは、あくまで被告人Ａの下、従属的に関与したにすぎないので

あるから、被告人Ｂとの共同正犯としての被告人Ａの犯情は、単独犯として

みたときと比べ、有意な差異があるとはいえない。したがって、被告人Ａの

単独犯とする原判決の事実誤認が、被告人Ａに対する判決に影響を及ぼすこ

とが明らかであるとは認められないのであって、結局のところ、この点につ
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いての検察官の事実誤認の論旨は理由がない。 

 ３ 特別支援教育費事件について 

  原判決認定の罪となるべき事実の概要、論旨の概要、当裁判所の判断

の結論 

ア 原判決が認定した罪となるべき事実の概要は、次のとおりである。 

被告人Ａは、Ｃ学園及びＧ学園の理事長であり、Ｃ学園が運営するＩ幼稚

園及びＧ学園が運営するＪ保育園の園長として、両学園及び両幼稚園の業務

全般を統括していたものであるが、 

第一 大阪府が、障がいのある幼児を就園させている同府内の私立幼稚園等

の設置者に対して、特別支援教育担当教職員を配置するなどして同幼児に教

育上特別な支援を行っていること、同幼児の保護者から補助金申請の同意を

得ることなどを要件として同幼児の人数に応じて交付する府特別支援教育費

補助金をだまし取ろうと考え 

 一 平成２３年５月から平成２８年３月までの間に、１０回にわたり、大

阪府の担当職員に対し、真実は、延べ９０名の幼児につきＩ幼稚園における

前記支援を行っておらず、かつ、前記同意を得るなどしていなかったにもか

かわらず、これらがあるかのように装った内容虚偽の書類を提出するなどし

て府特別支援教育費補助金合計７０５６万円の交付を申請し、決裁権限を有

する者らに、前記書類の記載内容及び申請内容が真実のものであり、前記申

請額どおりの府特別支援教育費補助金をＣ学園に交付すべきである旨誤信さ

せて、平成２４年３月から平成２８年３月までの間に、５回にわたり、Ｃ学

園に交付すべき府特別支援教育費補助金の額を合計７０５６万円と決定させ、

平成２４年３月から平成２８年３月までの間に、５回にわたり、同府職員に、

同額をＣ学園名義の普通預金口座に振込入金させ、もって人を欺いて財物を

交付させた 

 二 平成２８年５月から平成２９年３月までの間に、２回にわたり、大阪
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府の担当職員に対し、Ｉ幼稚園の２９名の幼児につき、前同様に装った内容

虚偽の書類を提出するなどして府特別支援教育費補助金２２７３万６０００

円の交付を申請したが、同府が不交付決定をしたため、その目的を遂げなか

った 

 三 平成２３年５月から平成２６年３月までの間に、６回にわたり、大阪

府の担当職員に対し、Ｊ保育園の延べ２４名の幼児につき、前同様に装った

内容虚偽の書類を提出するなどして府特別支援教育費補助金合計１８８１万

６０００円の交付を申請し、決裁権限を有する者らに、前同様に誤信させて、

平成２４年３月から平成２６年３月までの間に、３回にわたり、Ｇ学園に交

付すべき府特別支援教育費補助金の額を合計１８８１万６０００円と決定さ

せ、平成２４年３月から平成２６年３月までの間に、３回にわたり、同府職

員に、同額をＧ学園名義の普通預金口座に振込入金させ、もって人を欺いて

財物を交付させた 

第二 大阪市が、障がいのある幼児を就園させている同市内の私立幼稚園等

の設置者のうち、大阪市要支援児受入促進指定園以外の設置者に対して、特

別支援教育担当教職員を配置するなどして同幼児に教育上特別な支援を行う

こと、同幼児の保護者から補助金申請の同意を得ることなどを要件として同

幼児の人数に応じて交付する市特別支援教育費補助金、又は同指定園の指定

を受けた設置者に対して、前同様の要件の下に同幼児の人数に応じて交付す

る市特別支援教育費交付金をだまし取ろうと考え 

 一 平成２６年９月から平成２７年９月までの間に、３回にわたり、大阪

市の担当職員に対し、Ｉ幼稚園の延べ４４名の幼児につき、前同様に装った

内容虚偽の書類を提出するなどして市特別支援教育費補助金及び市特別支援

教育費交付金合計９２０万９６００円の交付を申請し、大阪市こども青少年

局長らに、前記書類の記載内容及び申請内容が真実のものであり、前記申請

額どおりの市特別支援教育費補助金又は市特別支援教育費交付金をＣ学園に
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交付すべきである旨誤信させて、平成２７年３月から平成２８年３月までの

間に、３回にわたり、Ｃ学園に交付すべき市特別支援教育費補助金又は市特

別支援教育費交付金の額を合計９２０万９６００円と決定させ、さらに、平

成２７年３月から平成２８年３月までの間に、３回にわたり、前同様に装っ

た内容虚偽の書類を提出するなどし、大阪市こども青少年局長らに、前同様

に誤信させて、Ｃ学園に交付すべき市特別支援教育費補助金及び市特別支援

教育費交付金の額を前記決定額と同額である合計９２０万９６００円と確定

させ、平成２７年５月から平成２８年５月までの間に、３回にわたり、同市

職員に、同額をＣ学園名義の普通預金口座に振込入金させ、もって人を欺い

て財物を交付させた 

 二 平成２８年９月、大阪市の担当職員に対し、Ｉ幼稚園の５名の幼児に

つき、前同様に装った内容虚偽の書類を提出するなどして市特別支援教育費

交付金１８０万円の交付を申請し、大阪市こども青少年局長らに、前記書類

の記載内容及び申請内容が真実のものであり、前記申請額どおりの市特別支

援教育費交付金をＣ学園に交付すべきである旨誤信させて、平成２９年１月、

Ｃ学園に交付すべき市特別支援教育費交付金の額を１８０万円と決定させ、

さらに、同年３月、前同様に装った内容虚偽の書類を提出するなどしたが、

同市が交付決定を取り消したため、その目的を遂げなかった、というもので

ある。 

 イ これに対する検察官の論旨の概要は、被告人Ｂにつき、府市補助金等

の虚偽申請について、被告人Ａが保護者同意の存在を偽って府市補助金等の

申請をしたことの認識を有していた限度でしか詐欺の故意を認めず、また、

被告人Ａとの共謀は認めなかった点、被告人Ａにつき、被告人Ｂとの共同正

犯を認めず、被告人Ａの単独犯と認定した点で、判決に影響を及ぼすことが

明らかな事実の誤認があるというものであり、一方、被告人Ａの論旨の概要

は、両幼稚園では、障がい幼児に対し、府市補助金等の交付対象となる「教
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育上特別な配慮」がなされていたし、保護者同意も得ていたから、少なくと

も診断書の変造のない障がい幼児については、府市補助金等の交付要件を満

たしており、欺罔行為が存在せず、仮に客観的要件に欠ける補助金等の申請

であったとしても、被告人Ａはそのことを認識しておらず、故意がなかった

ものであるから、これらに反する事実を認定した原判決には、判決に影響を

及ぼすことが明らかな事実の誤認があるというものである。 

 ウ 原判決が（争点に対する判断）の「第５ 特別支援教育費事件（平成

２９年９月１１日付け起訴状記載の公訴事実第２及び第３）について」の項

で、被告人Ａが、両幼稚園において、教育上特別な支援を行っておらず、保

護者同意も得ていないのに、これらのことを認識しつつ、それぞれを装う内

容虚偽の書類を提出するなどして、欺罔行為を行い、府市補助金等をだまし

取り、又はだまし取ろうとした旨説示するところは正当であり、原判決の認

定に、論理則、経験則等に照らして不合理な点はなく、この認定、判断は是

認できる。しかし、原判決が、被告人Ｂにつき、①補助金等が特別支援教育

にかかった人件費等を対象としており、府市補助金等の交付を受ける要件と

して、特別支援教育を行っている必要があることについて認識を有していた

とは認められず、②他方で、府市補助金等の交付を受ける要件として、障が

い幼児等の保護者から保護者同意を得る必要があるのに、両幼稚園のいずれ

においても保護者同意が得られていないまま、両学園が府市補助金等の交付

を申請したという認識を有していたと認められ、その限度で、詐欺の故意を

肯定することができる、③このように、被告人Ｂは、被告人Ａが、保護者同

意の存在を偽って府市補助金等の申請をしていることについて認識していた

が、検察官が主張するところを踏まえても、被告人Ａとの間での意思の連絡

や被告人Ｂの正犯性を認めることはできないから、被告人Ｂと被告人Ａとの

間に共謀があったとは認められないとして、特別支援教育費事件は、被告人

Ａの単独犯であり、被告人Ｂは無罪であるとする点については、是認できな
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い。すなわち、被告人Ｂの①についての詐欺の故意を否定し、さらに、③の

とおり被告人Ａとの共謀を否定した点は、論理則、経験則等に照らして不合

理というほかなく、是認できない。以下、検討した結果を述べる。 

  被告人Ａの事実誤認の論旨について 

 ア 「教育上特別な配慮」について 

  「教育上特別な配慮」の解釈 

ａ 原判決が、関係証拠により、府市補助金等の目的、交付の対象となる

事業、交付の対象となる経費、障がい幼児の意義、「教育上特別な配慮」及

び特別支援教育の意義、教職員の加配措置の意義、「教育上特別な配慮」と

教職員の加配措置との関係等について認定するところは、その理由も含めて、

いずれも正当として是認できる（６７頁、６９頁、７２頁～７５頁、８６

頁）。すなわち、原判決は、検察官が原審において主張したのと同様に、府

市補助金等の交付を受ける要件として、障がい幼児に対して特別支援教育を

行っている必要があること、特別支援教育とは、障がい幼児に対して教職員

の加配措置など経費が発生する特別の支援措置を指すこと、府市補助金等は

特別支援教育にかかった人件費等を対象とすること、障がい幼児であるため

には、障がいの状況について専門的な診断があることと、「教育上特別な配

慮」を要することの２点が必要であるところ、「教育上特別な配慮」とは、

教職員の加配措置などの継続的な支援措置を意味し、特別支援教育と同義で

あること、教職員の加配措置とは、「教育上特別な配慮」の有無を判断する

ための正に中心的な要素であり、障がいを持つ園児に日常的、継続的に付き

添うなどの支援を行う教職員（担任教員を除く。）を配置するという趣旨で

あることを説示しており、いずれも合理的な判断である。 

ｂ これに対し、弁護人は、府市補助金等の交付要件である「教育上特別

な配慮」の該当性判断において、障がい幼児に対する教職員の加配措置が一

つの考慮要素になるとしても、幼稚園の担当教員以外の教職員が障がい幼児



65 

の日常生活において継続的な支援、配慮を行っている状況が認められれば、

「教育上特別な配慮」を満たすと解釈するのが妥当であると主張し、その理

由として、①府市補助金等の交付要綱において具体的交付要件が定められて

おらず、自治体による説明会もなかったことからすると、私立幼稚園設置者

が交付要件を理解する根拠資料は、本件調査文書（府）や本件調査文書（市）

になるところ、これらの資料において、加配措置は例示的記載にすぎず、

「教育上特別な配慮」とは「継続した配慮を行っていること」と説明されて

いることなどを合理的に解釈すれば、上記のとおり、教職員の加配措置以外

の方法により、障がい幼児に対する継続的な支援があった場合を含むと解す

べきである、②補助金額の算定が加配教職員の人数を基準としていないこと

や、大阪府の補助金額が、障がい幼児２人以上いる幼稚園においては、障が

い幼児１人につき年額７８万円程度であり、教職員を別途雇用するに不十分

な額であることも、上記の解釈に整合する、③私立幼稚園設置者が府市に提

出する事業計画書又は調査票のうち、⑤欄には、障がい幼児等の介護等の業

務に直接携わっている職員を記入することとされており、⑤欄に記載する職

員は、障がい幼児の付添いを目的として加配された職員に限定していないと

解し得る、④府の担当職員は、府補助金の対象となる教職員は、障がい幼児

1 人 1 人について、1 人 1 人の職員がつかなければならない趣旨ではないと

述べ、また、Ｉ幼稚園に対する補足聴取において、障がい幼児を目視又は監

視している加配の先生の具体的氏名までは聴取しなかったと述べており、こ

れらにみられる府の担当職員による「教育上特別な配慮」の該当性判断状況

等を踏まえると、「教育上特別な配慮」をしている教職員は、特定の障がい

幼児と紐づいていることまでは必要とされておらず、当該障がい幼児の個別

的状況に応じて、付添いや支援を行っているかどうかを判断している、⑤以

上からすると、府市補助金等は、園児の障がいや疾患の特性に応じた継続的

な配慮に伴う実質的な人件費の負担を補助するものである、と指摘する（趣
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意書１９６頁～２００頁。答弁書３２頁～３４頁も同旨）。 

ｃ しかし、①については、補助金という性格上、補助の対象となる一定

の経費の発生が前提となることは明らかである上、交付要綱によれば、府補

助金の交付の対象となる経費としては、障がい幼児の教育・保育に直接必要

な経費のうち、人件費及び教育研究経費であることが、また、市補助金等の

交付の対象となる経費としては、要支援児の保育に直接必要な経費（人件費、

教材費、教育研究費、設備費等）であることが明記されているし、府市補助

金等は、その名称自体に「特別支援教育費」という文言が含まれている。ま

た、確かに「教育上特別な配慮」が加配措置に限られるわけではないが、弁

護人が両幼稚園において行っていたと主張している、障がい幼児の日常生活

において加配措置以外の方法によって行う継続的な支援、配慮に、これらの

経費の発生が伴うとは考えられず、主張は当たらない。②の前半については、

障がい幼児の人数が多ければ多いほど、幼稚園に求められる支援、配慮の量

は増えるのであるから、その人数を基準にするのが合理的であるし、また、

特別支援教育担当教職員の人件費の額をもって補助金等申請の対象経費とす

ることが予定されており（原判決７６頁）、教職員の加配状況や人件費の額

が補助金等申請と密接に関係しているから、主張は当たらない。②の後半に

ついては、教職員の加配により発生した人件費の一部を補助するものと理解

できる。③については、⑤欄の上部には、「障がい幼児に対し、教育上特別

に配慮するために加配している教員・職員の状況」と明記してあるから、主

張は当たらない。④については、障がい幼児に対して加配教職員がマンツー

マンの関係に立っていなければならないわけではないが、府の担当職員も、

担任教員以外の全教職員が支援、配慮しているという状況をもって特別な配

慮に当たると述べているものではない。 

⑤の主張は、担任教員以外の教職員が全体として障がい幼児に対し、継続

的に支援、配慮を行っていれば、それらの教職員が殊更加配されたものでな
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くても、その業務負担は増大しているから、それに応じて実際には人件費の

額が増大していなくても、補助金等の交付を認めるべきであるという趣旨で

あるとすれば、それは必要な経費に対する補助金という性格に反しており、

採用の余地がない主張である。また、⑤の主張が、「加配要件は、園児の障

がいや疾患の特性に応じて相応の配慮をするために生じた人的コストの増加

に対応する実質的な意味合いであって、教職員の労力についての人件費の掛

かり増しの部分については実質的に補助金要件を満たしていた可能性がある」

という、原判決排斥に係る主張（原判決８２頁、被告人Ａ原審弁論３０頁）

と同じ趣旨であるとしても、原判決が詳細に説示するとおり、教職員の加配

措置が、例示として掲げられているとはいえ、「教育上特別な配慮」の有無

を判断するための正に中心的な要素であると解されることは動かし難く、こ

のことに照らしても、また、補助金等を交付するか否かの基準の明確性、客

観性という点からしても、やはり採用の余地がない主張である。 

 両幼稚園において「教育上特別な配慮」があったかについて 

ａ 原判決が、関係証拠により、本件に係る府市補助金等に関し、両幼稚

園の特別支援教育担当教職員調査票に記載された教職員のうち、一部の者に

ついては、そもそも勤務の実態がなく、また、その他の者についても、個別

の園児との関係で日常的、継続的に付き添うなど、副申書に記載された配慮

を行うために配置されるという実態はなかったといえるから、本件に係る府

市補助金等の全てについて教職員の加配措置はなかったと認定するところは、

その理由も含めて、いずれも正当として是認できる（７６頁～８１頁）。 

ｂ これに対し、弁護人は、両幼稚園では、担任以外の教職員が障がい幼

児の日常生活において、当該障がい幼児の特性に応じ、継続的に支援を行っ

ていたとして、原審弁護人と同様の主張を繰り返し、「教育上特別な配慮」

の要件は満たしているという（趣意書２００頁～２０１頁。答弁書３４頁～

３５頁も同旨）。 
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しかし、この主張は、「教育上特別な配慮」についての上記 ｂの誤った

解釈を前提とするものであるから、その点で採用できない。上記 ａのとお

り正当と認められる、原判決が示した「教育上特別な配慮」の解釈や教職員

の加配措置の意義等を前提とすると、弁護人が主張する継続的な支援は、教

職員の加配措置には当たらないし、両幼稚園において、障がい幼児に対して

教職員の加配措置など経費が発生する継続的な特別の支援措置、すなわち、

「教育上特別な配慮」を行っていなかったことも明らかである。 

なお、Ｉ幼稚園の特別支援教育担当教職員調査票に記載された教職員のう

ち、栄養士の資格を有する事務職員の P21 は、弁護人が主張するとおり、食

物アレルギーのある園児について、資格を活かして、毎月提示されるメニュ

ーの確認や調理師との打合せなどをしていたことが認められる（P20１４頁

～１５頁、５４頁～５５頁、P22１９頁～２０頁、甲１２８）。しかし、P21

の仕事は、パソコンによる文書作成や授業料の引き落とし手続など、ほぼ事

務仕事であり、P21 が食物アレルギーへの対応それ自体を目的として配置さ

れたものではなく、この点について追加的な人件費が発生していたものでも

ないから、P21 の上記業務が加配に該当しないことは、原判決が正当に説示

するところである（７９頁）。 

イ 保護者同意の有無について 

原判決は、関係証拠（甲１３０、甲１３１）により、本件対象園児の保護

者らは、いずれも、両幼稚園から補助金の制度趣旨の説明を受けておらず、

また、補助金を申請すること及び診断書等を府や市に提出することに同意し

ていなかったと認定した（８３頁）。これに対し、弁護人は、両幼稚園では、

保護者宛ての「養護教育に関わる助成のための調査について」と題する書面

（甲８６、甲１０６各末尾添付）が毎年度作成されており、同文書には、幼

稚園生活、通園バスにおいて配慮を要すると思われる幼児について診断書等

の提出を求めること、これを幼稚園から大阪府に提出すること等が記載され
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ているところ、被告人Ａは、上記書面を各幼稚園の園児の机に配布し、各園

児に持ち帰らせる方法により保護者に交付したから、子の障がいの状況に関

する診断書を提出した保護者は、その診断書が府や市に提出されることにつ

いて、黙示に同意していたと主張し、上記認定には合理的な疑いが残るとい

う（趣意書２０１頁から２０２頁）。 

確かに、平成２４年４月１０日付けの上記書面の存在は認められる。しか

し、保護者らのほか、Ｉ幼稚園やＪ保育園に長らく勤務している P20、P23

ら及び被告人Ｂは、こぞって保護者同意の存在を認識していない旨供述して

いる。その上、P20 は、平成２９年３月までは上記書面ないしこれと同一内

容の書面を見たことがないと述べているところ（P20８頁）、上記書面等が実

際に毎年度配布されていたのであれば、P20 がそれらを見たことが全くない

とは到底考えられないし、保護者らに保護者同意の趣旨が全く伝わっていな

いというのも著しく不自然である。そうすると、上記書面等が実際に配布さ

れていたとは考えられず、原判決の上記認定を揺るがすものではない。 

ウ 欺罔行為及び被告人Ａの故意について 

上記ア ｂ、 ｂ及びイの弁護人の主張は、いずれも理由がない。したが

って、診断書の変造のない障がい幼児を含めて、被告人Ａが両幼稚園につい

て原判示の年度において、教育上特別な支援を行っていたように装った内容

虚偽の書類及び保護者同意を得ているように装った内容虚偽の書類を提出す

るなどして、府市補助金等の交付申請を行い、欺罔行為に及んだことは明ら

かであり、これに反する弁護人の主張は採用できない。 

そして、被告人Ａに、上記の欺罔行為に及ぶことの認識、すなわち、詐欺

の故意が認められることは、原判決が正当に説示するとおりであって（８６

頁）、これに反する弁護人の主張は採用できない。 

被告人Ａの論旨は理由がない。 

⑶ 検察官の事実誤認の論旨中、被告人Ｂの故意について 
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原判決は、被告人Ｂは、補助金等が特別支援教育にかかった人件費等を対

象としており、府市補助金等の交付を受ける要件として、特別支援教育（障

がい幼児に対して教職員の加配など経費が発生する特別の支援措置）を行っ

ている必要があることについて認識していたとは認められないと判断した

（８６頁～８７頁）。しかし、この判断は、以下に述べるとおり、論理則、

経験則等に照らして不合理であり、是認できない。 

ア 府市補助金等の詐欺の故意を認める前提として必要な特別支援教育す

なわち「教育上特別な配慮」という交付要件に係る認識内容について 

 原判決は、交付要件として特別支援教育を行っている必要があること

についての被告人Ｂの認識を検討するに当たり、「教育上特別な配慮」の有

無を判断するための正に中心的な要素であると位置付けられる教職員の加配

措置に着目し、加配要件の認識として、担任教員以外の教職員による付添い

等が必要であることについての認識が必要であると解した上、被告人Ｂがこ

のような認識を有していると認められるかどうかを検討し、被告人Ｂが交付

要件として、加配要件ないし教職員の加配措置が必要であることを認識して

いたと認定することはできないと説示している（８６頁～８７頁、９２頁～

９３頁）。 

 しかし、詐欺の故意を認定する前提として必要な交付要件の認識につ

いては、検察官が主張するとおり、加配要件についての正確な認識までは不

要と解するのが合理的である。 

すなわち、府市補助金等の詐欺は、本来、府市補助金等を受給できる場合

ではないのに、受給できる場合であるかのように偽り、申請して受給すると

いう基本構造であるから、本来、府市補助金等を受給できる場合ではないこ

とを認識している必要がある。もっとも、経常費補助金事件において先に言

及したとおり、詐欺の故意を認める前提として、交付要件の正確な認識が必

要であるという弁護人の主張（答弁書３２頁）によった場合、不当な結果を
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招くおそれがある。そして、府市補助金等の交付要件として必要とされる特

別支援教育（教育上特別な配慮）は、原判決が指摘するように、教職員の加

配措置、すなわち、担任教員以外にも、障がいを持つ園児に日常的、継続的

に付き添うなどの支援を行う教職員を配置することを中心とするものである

が、補助金という性質から、特別支援教育の本質を捉えれば、経費が発生す

る継続的な特別の支援措置とみることができる。そうすると、詐欺の故意を

認定する上で必要となる、特別支援教育の存在が交付要件とされていること

に係る認識は、補助対象事業である障がい幼児への配慮（支援、援助、世話、

見守りを含む。）のため通常の業務においてかける以上に別途、人件費等の

特段の経費をかけた上で、上記の配慮を行うのでなければ、府市補助金等は

受給できないという程度の認識でも足りるというべきである。同旨をいう検

察官の主張は、正当である（趣意書６８頁～６９頁）。 

イ 被告人Ｂは、障がい幼児への配慮のため通常の業務においてかける以

上に別途、人件費等の特段の経費をかけた上で、上記の配慮を行うのでなけ

れば、府市補助金等は受給できないと認識していたかについて  

 府市補助金等に関する被告人Ｂの認識について 

原判決は、被告人Ｂの原審公判供述により、被告人Ｂには、身体的疾患を

有する園児の保育に関し、教職員が援助することにより補助金等を受けると

いう程度の認識はあったと認定している（８７頁）。被告人Ｂは、当審公判

においても、府市補助金等について、養護補助金と理解しており、その内容

については、アトピーやぜんそく、食物アレルギー等に特別な配慮が要る園

児に対して、教職員が全員で情報を共有し、いろいろと気を使い、注意深く

見守るなどして配慮すること全般に対してもらえる補助金と理解していた旨、

原審公判供述とほぼ同様の供述をしている（当審２２頁～２５頁）。 

上記のとおり、被告人Ｂは、教職員が上記のような通常の業務体制で園児

に対する援助を行いさえすれば、別途、人件費等の特段の経費の発生がなく
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とも補助金が得られると理解していた旨を述べている（なお、被告人Ｂは、

当審公判において、超酸化水、可視光線等の物品に費用が掛かっているとも

述べるが、補助金が交付される理由として述べているのは、ほとんどが教職

員の活動についてである。）。しかし、被告人Ｂのこの供述は、以下のとおり

疑問があって、信用性に乏しいというべきである。 

ａ 補助金は、補助金の交付の対象となる経費の発生を前提としているか

ら、その経費が発生しないのに補助金が交付されるということは不合理であ

る。この点、経常費補助金事件において述べたとおり、被告人Ｂが両学園の

運営に欠くことができない補助金に強い関心を持っていたことや、被告人Ｂ

が平成１３年頃、被告人Ａとともに府補助金の存在を知り（原審被告人Ｂ４

５頁）、平成１４年当時から、その関係書類に幼稚園名や代表者名を記入す

るなどして関わってきたことからすれば、被告人Ｂにおいて、補助金が経費

に対して補助されるものであるという基本的な事柄すら理解していなかった

というのは、不自然である。 

ｂ 幼稚園に上記のような身体的疾患を有する幼児が就園することは通常

起こり得ることであり、それらの幼児を受け入れた幼稚園の教職員が、日常

業務の中で通常要求される個々の園児の特性に応じた「お世話」をする、す

なわち日常的、継続的に援助することは、むしろ当然であるから、そのよう

に通常の業務体制で対応し、別途、人件費等の特段の経費をかける支援措置

を行ってもいないのに、補助金の交付が受けられると考えるのは不合理であ

る。 

ｃ そもそも養護教育費補助金にせよ府市補助金等にせよ、「教育費」と

いう名称が付されており、これが補助の対象となる経費を示すことは明らか

であるところ、被告人Ｂがそれらの名称を一切目にしていないとは考え難い

（甲５４資料１、３、１２－１～４）。そうすると、被告人Ｂとしても、府

市補助金等について、経費の発生を伴う幼稚園側の対応と結び付けて考える
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のが自然である。 

 平成２３年度の P24 とのやり取りに関する P24 の原審証言の信用性に

ついて 

原判決は、特別支援教育の存在が府市補助金等の交付要件とされているこ

とに係る被告人Ｂの認識の有無、程度、ひいては、被告人Ｂにおいて、障が

い幼児への配慮のため通常の業務においてかける以上に別途、人件費等の特

段の経費をかけた上で、上記の配慮を行うのでなければ、府市補助金等は受

給できないと認識していたかの認定に大きく関わる、平成２３年度の被告人

Ｂと P24 とのやり取りを述べる P24 の原審証言の信用性を否定した。しかし、

原判決のこの信用性評価は甚だ不十分であり、原判決が説示した程度の理由

で信用性を否定したのは、論理則、経験則等に照らして不合理である。この

点は、当審で供述変遷の理由や供述経過等を立証趣旨として取り調べた証人

P24 の当審証言及び P24 の平成２９年８月１８日付け検察官調書（当審検２

２）によって、より一層明らかとなった。以下、詳しく述べる。 

ａ 原判決が要約するとおり（８７頁）、P24 は、原審公判において、被

告人Ｂとの間で、平成２３年度の補助金申請に際して、次のような電話のや

り取りがあったと証言した。すなわち、「私は、被告人Ｂに対し、食物アレ

ルギーの園児の具体名を挙げながら、その副申書の内容について、具体的に

園でどのような配慮、すなわち加配等をしているのかを教えてほしいと尋ね

た。すると、被告人Ｂは、食物アレルギーの園児のために専門の栄養士を雇

っている、隣の子が卵を触った手で当該園児に触れただけでもアレルギーの

ショックが出るから、現場ではそのように触れたりしないかどうかというと

ころまで付き添って気を配らないといけない旨熱心に語った。私はこれを聞

いてとても勉強になった。私は、問い掛けの際に副申書とか加配という言葉

を出したが、被告人Ｂから意味が分からないなどとは言われなかった。」と

いう内容である。なお、上記要約のほかに、P24 は、要旨、「平成２３年１
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２月頃、Ｉ幼稚園に、障がい幼児と認められる最終的な人数の確認文書を送

付したところ、被告人Ｂから電話で、なぜこの子は対象じゃないのという問

合せがあった。このときアレルギー鼻炎の園児の話が出て、私が、そういう

園児に目薬を差すという配慮は考えられるにしても、加配してまで行うこと

が必要なのかと尋ねると、被告人Ｂは、加配してまでの対応はしていないと

返答した。そこで、それでは対象にならないと説明すると、被告人Ｂは納得

し、最終的な人数が確定した。」という内容も証言している。 

ｂ 原判決は、同判決が要約した P24 の上記証言の信用性を否定した理由

として、P24 の上記証言を客観的に裏付ける証拠がないことのほか、P24 は、

捜査段階では、原審証言のような被告人Ｂとの具体的やり取りについて述べ

ていないことを挙げる。そして、後者の点を敷衍し、P24 が、平成２９年６

月から同年８月にかけて３回の事情聴取を受けながら、原審証言のような印

象的な出来事を思い出さなかったというのは不自然であり、また、捜査段階

における検察官も、被告人Ｂの故意が重要な捜査対象であることを十分理解

していたはずであるし、府職員の供述の中に、府市補助金等の要件や虚偽申

告の認識につながる被告人Ｂとのやり取りなどがないかについて関心を払っ

て事情聴取をしていたはずであるから、やはり不自然であるとして、平成２

３年当時の出来事に関する記憶が曖昧であるからこそ、上記のような供述経

過となった疑いを払拭することができないと説示した。 

ｃ しかし、P24 は、捜査段階では原審証言で述べた被告人Ｂとのやり取

りを供述していなかったが、原審公判では証言するに至った事情について、

原審公判の段階から、既に、要旨、「検察官に呼ばれたときは、自分以外の

人も呼ばれていたので、事情聴取までの間に過去の書類を見たりせず、事情

聴取の場で聞かれて、その場で思い出したことを述べていた。」、「全体の話

を聞かれ、一個一個掘り下げてという形ではなかった。」、「平成２９年当時、

私学課を出ており、手元に副申書等はなかった。」、「証人として呼ばれたと
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きは、証人に選ばれて法廷に立つということで責任を感じ、記憶の正確さを

持たせるため、副申書等の根拠となる当時の書類を確認し、できる限り思い

出して証言した。」、「Ｉ幼稚園は食物アレルギーが多いという印象から副申

書をざっと見て考えるうちに、被告人Ｂとの卵アレルギーのやり取りを思い

出した。」、「最終的に対象として絞ったものもあったことについて考えるう

ちに、アレルギー性鼻炎についてのやり取りを思い出した。」と証言してい

た。 

さらに、P24 は、当審公判において、要旨、「平成２９年の小野間検事の

事情聴取でも、被告人Ｂともやり取りがあったことや、何でこの子は対象に

ならないのという問合せを受けたことは話したが、詳しい話をしなかった。

その理由は、小野間検事から制度概要をメインにして聞かれ、被告人Ｂとの

やり取りについて突っ込んで聞かれることはなかったこと、５年も前のこと

だし、別の業務があり、多忙で面倒だなという気持ちがあったこと、私以外

にも同僚が呼ばれており、自分が証言台に立つという意識もなかったこと、

そのため、事前に調べて記憶を喚起する意識はなく、当日聞かれたことに対

して、覚えていることを話そうという気持ちだったことによる。」、「裁判で

証言することが決まり、宇賀検事との打合せで、被告人Ｂとのやり取りを詳

しく話した。その理由は、宇賀検事から被告人Ｂとのやり取りについて、当

時のエピソードがないかを含めて、詳しく聞かれた上、証言台に立つのは初

めての経験でプレッシャーがあり、自分の発言に責任を伴うと思い、記憶喚

起をするため、私学課に当時の資料を見に行き、思い出したことがあったか

らである。」、「食物アレルギーの副申書を見ていて、なぜこれを対象にした

のかと考えているうちに、被告人Ｂから卵アレルギーの件でやり取りしたこ

とを思い出した。」、「アレルギー性鼻炎については、申請された園児全員を

対象にしたわけではないと思い、どういった園児を対象外として園と話をし

たかを思い出すうちに、被告人Ｂとのやり取りを思い出した。」と証言した。 



76 

P24 のこれらの証言は、一貫したものである上、P24 が、捜査段階から、

被告人Ｂともやり取りがあり、何でこの子は対象とならないのという問合せ

を受けたと供述していたことは、平成２９年８月１８日付け検察官調書（当

審検２２）によって明らかである。そして、これらの証言内容は、捜査段階

で事情聴取を受けた際の心境、事情聴取に向けた準備等の対応、検察官の事

情聴取の仕方と、証人出廷が決まってからの心境、打合せをした検察官の事

情聴取の仕方、証人出廷に向けた準備等の対応等について、前者と後者の違

いを具体的に挙げて、供述変遷の理由を納得できる形で述べる自然なもので

あるし、被告人Ｂとのやり取りを思い出した状況にも何ら不自然なところは

ない。そうすると、P24 のこれらの証言は、信用できるものというべきであ

る。 

これに対し、弁護人は、P24 の当審証言によると、①P24 は、小野間検事

から事情聴取を受けた平成２９年６月時点には、いわゆるＣ問題が世間的に

問題となっていることや、大阪府が補助金の不正受給で告訴したことを知っ

ており、緊張し、きちんと対応しなければならないと思って、事情聴取に臨

んだこと、②小野間検事の取調べで卵アレルギーに関する副申書自体を現認

していること、③P24 は、平成２３年に補助金事務を担当しているときから、

Ｃ学園から提出された副申書や診断書を見て、食物アレルギーを持つ園児は

結構多いという印象を持っていたことが指摘できるから、P24 が小野間検事

の事情聴取で被告人Ｂとのやり取りの具体的内容を思い出さなかったという

のは不自然であると主張する（弁論８７頁～８９頁）。 

しかし、①について、P24 は、そのことを前提としつつも、証人出廷が決

まってからとは、様々な点で違いがあったと説明しているのであるから、主

張は当たらない。②について、P24 は、原審公判及び当審公判において、平

成２９年６月１４日付け及び同年７月６日付け検察官調書（甲６７、甲９６）

の各末尾に添付された数十件の副申書を個別に見せられたわけではなく、自
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分のメモ書きがある熱性けいれんの副申書については、小野間検事に聞かれ

て確認し、回答した記憶があるものの、卵アレルギーないし食物アレルギー

については、エピソードを聞かれていないし、それらの副申書は、末尾添付

のものにぱらぱらと押印したときにあったと思うなどと述べているのである

から、主張は当たらない。③については、そのことが、事情聴取に際して被

告人Ｂとのやり取りを思い出すことに直結するとはいえない。その余の主張

を踏まえても、供述変遷の理由に関する P24 の原審証言及び当審証言の信用

性を揺るがすものはない。 

ｄ そうすると、原判決が、P24 の供述が変遷していることを主な理由と

して、被告人Ｂとのやり取りに関する P24 の原審証言の具体的内容や虚偽供

述の動機等について検討することなく、上記証言の信用性を否定したのは、

不合理であるといわざるを得ない。 

そこで、P24 の原審証言の具体的内容を検討すると、それは、経験したか

らこそ述べられる具体性を有するものであるし、不自然な点も見当たらず、

勘違いや記憶違いをするような内容でもない。また、P24 が、曖昧な記憶し

かないのに確かにあった出来事として虚偽の証言をする動機や、検察官から

押し付けられ又は検察官に迎合して虚偽の証言をした形跡は、いずれも見当

たらない。 

以上によれば、上記のような被告人Ｂとのやり取りに関する P24 の原審証

言は、信用できるのであり、原判決は、この点の証拠評価を誤ったものとい

うべきである。同旨をいう検察官の主張は、正当である（趣意書７９頁～８

５頁、弁論１８頁～２１頁）。 

 平成２３年度の P24 とのやり取りによって推認できる事実について 

ａ P24 の原審証言によれば、平成２３年度の補助金申請に際し、P24 が

加配や副申書という言葉を用いつつ、被告人Ｂとの間で、食物アレルギーや

アレルギー性鼻炎の園児について上記のようなやり取りをした事実が認めら
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れる。 

このうち、食物アレルギーの園児の関係で、被告人Ｂが P24 に述べたこと

は、要するに、食物アレルギーという障がいのある園児への対応をするため

に専門の栄養士を雇用して、幼稚園に配置している、という内容である。 

しかし、栄養士の資格を有する事務職員の P21 の仕事がほぼ事務仕事であ

り、P21 は食物アレルギーへの対応それ自体を目的として配置されたもので

はなく、この点について追加的な人件費が発生していたものでないことは、

先に述べたとおりであるから、「食物アレルギーの園児のために専門の栄養

士を雇っている」という発言は、実態とかけ離れた虚偽の内容であるといえ

る。このように、被告人Ｂは、教職員の加配という観点から、府補助金の支

給対象とすることに疑問を投げかけてきた P24 に対し、最初問合せを受けた

被告人Ａに代わる折り返しの電話で、その支給が認められる方向で、あえて

上記のような虚偽の発言をしているのである。この事実は、被告人Ｂにおい

て、障がい幼児への配慮のため通常の業務においてかける以上に別途、人件

費等の特段の経費をかけた上で、上記の配慮を行うのでなければ、府市補助

金等は受給できないと認識していたことを推認させる有力な事情といえる。 

ｂ また、検察官が主張するとおり（趣意書７７頁～７８頁）、平成２３

年度の申請書類に含まれる副申書には、障がいの状態を食物アレルギーとし

た上で、「食事制限などで栄養士・調理士と随時詳細なうちあわせをし」（甲

１２６・１６５頁）、「園栄養士・調理士と教員組織との給食会議にアレルギ

ーについて月２回会議」（同２１３頁）等の被告人Ａによる記載が多数存在

し、さらに、その後の平成２７年度に被告人Ａが府職員に提出した資料にも、

「食物アレルギーの対応には専属栄養士を配置し、園で当日気をつけたこと

を家庭に連絡し、家庭での食事の相談にのったり、情報交換をすることを主

任務としている」などの記載がみられ（P19９頁、同末尾添付別紙２の６枚

目）、平成２８年度の申請書類に含まれる副申書にも、「加配アレルギー担当
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栄養士を配置し、給食委員会を月２度対応」等の被告人Ａによる記載がある

（P20１５頁、同末尾添付別紙５）。P20 の証言や P21 の供述（甲１２８）に

よれば、これらの記載も、実態からかけ離れており、あたかもＩ幼稚園にお

いて、食物アレルギー対策専門の専属栄養士を雇用しているかのような虚偽

の内容であると認められ、被告人Ｂの上記発言との共通性がみられる。そし

て、被告人Ａは、平成２３、２４、２７、２８年度に、実際には加配に該当

しない P21 を特別支援教育担当教職員として府補助金を申請しており（甲１

２８）、その際、被告人Ａが加配措置の意義など、府市補助金等の交付要件

を熟知した上、教育上特別な支援を行っていたように装って、府市補助金等

をだまし取る意思を有していたことは明らかである。被告人Ａが府補助金を

詐取しようとして副申書等に記載した虚偽の内容と、被告人Ｂの P24 に対す

る虚偽の上記発言内容が、偶然に一致したとは考え難く、この事実は、上記

ａの推認を支える事情である。  

ｃ なお、原判決は、P24 と被告人Ｂとのやり取りがあったとしても、付

添い等をする教職員が担任以外の者でなければならないという認識を基礎付

けるような内容であるとはいえないと説示しており（８９頁）、確かに、被

告人Ｂが述べた付添いの主体は明確ではない。しかし、被告人Ｂは、加配と

いう言葉の意味が分からないなどと言うこともなく、上記のとおり、食物ア

レルギーへの対応を理由とする専門の栄養士の雇用という虚偽を述べたほか、

アレルギー性鼻炎の園児に目薬を差すという配慮について、加配してまでの

対応はしていないという理由で、府補助金の対象とならないことに納得して

いる。これらのことからすると、原判決の上記説示を踏まえても、被告人Ｂ

は、障がい幼児に対する配慮のため特別に人件費をかけることが、府補助金

の受給につながるという関係を理解していたことが推認され、この事実も上

記ａの推認を支えるものである。 

以上につき、概ね同旨をいう検察官の主張は、正当である（趣意書８５頁
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～８８頁）。 

 被告人Ｂが加配措置に関する偽装工作に関与したかについて 

被告人Ｂが加配措置に関する偽装工作に関与したとする検察官の主張に対

し、原判決は、検察官主張の偽装工作がなされ、かつ、被告人Ｂが偽装工作

に関与したことを認めることはできないと判断した（８９頁～９１頁）。し

かし、原判決の上記認定、判断は、原審で取り調べられた証拠によっても、

合理性を備えたものとは考え難い上、当審で事実の取調べとして、証人 P25

並びに P25 の平成２９年８月２５日付け及び同月２９日付け検察官調書の各

一部（当審検２、同３中の令和３年７月６日付け決定による各採用部分）を

取り調べた結果、上記認定、判断の誤りは一層明らかになった。以下、詳し

く述べる。 

ａ 前提となる事実関係について 

原審で取り調べられた関係証拠によれば、P18 ら府職員による平成２８年

６月の補助金調査（以下「本件調査」という。）の実施、P18 が保育現場を

見たときの状況、P26 及び P27 による授業の手伝いと被告人Ｂからの現金の

支払い、本件調査前日に行われた P23 と P20 との間のメールのやり取り等に

ついての原判決の認定は、正当である（８９頁～９０頁）。若干、補足する

と、本件調査に従事した P18 の証言によれば、P18 は、府補助金の関係で、

加配教員がどのような形で配置されているかを見る目的の下に、Ｉ幼稚園の

園内を見て回った際、一つの部屋に担任教員がいるが、それ以外にも複数の

教員が動き回っている様子を見て、加配教員の配置について当初抱いていた

イメージとは違ったものの、被告人Ａからの説明も受けて、複数の加配教員

が動き回ることで園児を見ているものと理解し、納得したことが認められる。 

ｂ 偽装工作の有無について 

被告人Ａがかねて府市補助金等を詐取するため、教職員の加配措置を講じ

ていないのに講じているかのように偽っていたことは明らかであるところ、
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この事実と、本件調査当日に、普段はＩ幼稚園に来ない P27 や P26 が来園し

て、実際よりも教職員の人数が多い外観を呈し、府職員が上記のとおり、加

配教員が配置されているものと納得したことを併せ考えれば、これは偶然で

はなく、被告人Ａが偽装工作を図ったものであるという推認が、元々相当程

度働くといえる。加えて、P23 と P20 との間の上記メールのやり取りは、原

判決が説示するように、監査で実情をきちんと説明できるかという不安から

のものとみるより、日常、障がい幼児に対して取り立てて言うほどの配慮を

していないのに、監査に際して、障がい幼児に対して配慮しているように、

実情を取り繕うことへの不安を述べたものと理解する方が、文言に照らして、

むしろ自然であり、それがＩ幼稚園における上の立場の者からの指示による

ことも、両名の証言から容易にうかがわれる。この事実は、被告人Ａが、本

件調査について、実情を取り繕うことによって乗り切ろうとしていたことを

推認させ、上記偽装工作の存在に沿う事情といえる。 

これに対し、原判決は、P27 と P26 による手伝いについて、両名が監査対

応による人手不足を補ったにすぎないとみる余地もあるとして、偽装工作の

存在を認めなかった。 

しかし、本件調査は、事前に準備するよう連絡済みの関係書類の確認、基

本的に幼稚園の責任者である被告人Ａが同行して行う保育現場の確認及び被

告人Ａらからの聞き取りを目的とするものであったから（P18９頁、末尾添

付別紙３）、監査対応に多くの教職員が駆り出され、その手が取られて人手

不足を招く事態は、想定し難いものであった。また、P27 及び P26 は、幼稚

園の教員をしているわけではないから（原審被告人Ｂ３９頁）、教員の代わ

りを務めることができるか疑問であり、両名が人手不足を補うのに適してい

るとはいえず、現に、両名は、当日、クラスの授業の手伝いをしたにとどま

り（P20３０頁）、監査対応で教職員が不在となったところに配置されたもの

ではなかった。これらのことからすると、上記のような原判決の想定は、そ
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の合理性に疑問があるといわざるを得ない。同旨をいう検察官の主張は、正

当である（趣意書９４頁～９５頁）。 

のみならず、原判決が上記のようにみる余地がある理由として、P27 と P2

6 がこの日に幼稚園を訪れるに至った経緯や幼稚園による具体的な指示内容

等が証拠上不明であることを挙げていたため、当審で P25 の証人尋問を行い、

同人の検察官調書の一部（当審検２、同３中の上記各採用部分）も取り調べ

たところ、以下の事実が認められることが明らかとなった。 

① 両幼稚園で園児に将棋を教えていた P25 は、平成２８年６月１日、Ｉ幼

稚園の職員室で、被告人両名から、「６月１０日の午前中に行政の視察が来

る。Ｉ幼稚園で応援が必要である。」などと言われて、本件調査当日にＩ幼

稚園に来るよう依頼された。その理由について、被告人両名は、それぞれ、

先生が多い方が手厚くしているようでいいとか、未就園児の説明会があって

人が取られるので、人が足りないなどと話しており、何人か連れてくるよう

に P25 に依頼した。 

② P25 は、これを引き受け、将棋の弟子で将棋の授業をするときに手伝わ

せたことのある P26 と、卒園生の P27 に、「Ｉ幼稚園に行政の視察が来るら

しいので、応援が要る」旨告げて、応援に来るよう依頼した。 

③ 本件調査当日、P25、P27 及び P26 は、３人で、スーツを着てＩ幼稚園

に行き、それぞれ別のクラスに入って、園児の様子を見ることになった。P2

5 は、被告人Ｂから、「堂々として、先生らしく振る舞うように、P26 君や P

27 君に言っておいてね。」と言われ、P27 と P26 にそのまま伝えた。 

④ P27 と P26 は、当時、いずれも大学生で、幼稚園の先生の経験はなく、

P27 は、本件調査前にＩ幼稚園の授業に入ったことはなかった。 

⑤ 本件調査当日、P25 は、将棋の授業をしておらず、年中園児のクラスに

入って、園児の間を動き回りながら、園児の姿勢を正したり、声掛けをした

りした。 
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⑥ 本件調査当日、P25、P27 及び P26 のほかに、体育の P28 先生や P29 先

生、高等Ｃ学園保育園で働く P30 先生も来ており、Ｉ幼稚園の教職員の人数

が普段の倍くらいになっていた。 

 以上のとおり認められる。なお、P25 の当審証言は、本件調査当日の応援

を依頼した人物や場所、応援が必要である理由の説明の有無、P27 と P26 に

連絡を取った理由、P27 と P26 に授業に入る心構えを伝えたことの有無、本

件調査当日のＩ幼稚園に来ていた教職員の人数等について、検察官調書にお

ける供述と実質的に異なっている。しかし、P25 は、検察官の取調べに際し

ては当時の記憶どおりに述べ、検察官調書については、読み聞かせを受けて、

その内容に間違いがないことを確認して、署名押印したものであるから、検

察官調書に記載されている出来事、事象は、自らが記憶に基づいて話した内

容に間違いないと思うと証言していること、また、P25 は、検察官の取調べ

を受けた当時の方が、記憶が鮮明であった旨証言していること、P25 は、被

告人両名が保釈された平成３０年５月以降、令和２年１０月まで、被告人両

名と会ったり、連絡を取ったりしており、被告人両名との関わりが継続して

いたこと、検察官調書と実質的に異なる証言は、被告人両名に有利な方向に

曖昧となる内容であることからすれば、相反部分として当審で取り調べた P

25 の検察官調書の一部（当審検２、同３中の上記各採用部分）に、刑訴法

３２１条１項２号後段の特信情況が認められることはもとより、信用性も認

められる。 

 そして、上記①ないし⑥の事実は、本件調査当日、Ｉ幼稚園に配置された

教職員の人数を実際以上に見せかける偽装工作が行われたことを一層推認さ

せる一方、被告人両名の依頼で P25 を介して動員された P27 と P26 が、監査

対応による人手不足を補ったという実態になかったことを明らかにするもの

といえる。 

 これに対し、弁護人は、㋐P25 らがＩ幼稚園に来園したのは、府職員に同
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幼稚園の特徴的なカリキュラムを見てもらうことも目的としていたし、 P

25 らは、被告人両名から、補助金調査が行われる授業時間又は昼食時間に

おいて、障がい幼児への配慮に関する指示を受けておらず、実際、P25 らは、

障がい幼児に対する配慮と評価し得る行動もしていないから、加配措置の偽

装工作はなかったと主張する（答弁書４３頁～４４頁、弁論８６頁～８７

頁）。しかし、㋐については、P18 の証言によれば、本件調査は、１か月ほ

ど前に寄せられた通報を契機に実施された臨時の調査であって、カリキュラ

ムの視察を目的とするものではなかったことが認められるし、P25 の当審証

言によっても、当日、将棋をはじめとする特徴的なカリキュラムの視察が行

われた様子は全く見当たらない。被告人Ｂは、当審公判において、本件調査

当日、P25 が将棋の授業のために来て、その関係で P27 と P26 も連れてこら

れたかのように述べるが、P25 の当審証言に反しており、信用できない。

で指摘された事情は、実際には配置されていない教職員が配置されているか

のような外観を作り出し、府職員にそのように誤解させる効果を失わせるも

のではないから、偽装工作が行われたとの認定を妨げない。 

 以上によれば、検察官主張のとおり、加配措置に関する偽装工作の存在が

認められるのであって、これが認められないとした原判決の認定、判断は、

不合理であり、是認できない。 

 ｃ 被告人Ｂの偽装工作への関与について 

 原判決は、本件調査当日、偽装工作があったとしても、関係者や教職員の

行動は、被告人Ａの指示によるものであると考えられると説示した上、被告

人Ｂによる関与は、P27 と P26 に現金を渡したことに止まり、被告人Ｂが経

理事務として小口現金の管理や出納に携わっていたことも踏まえると、被告

人Ｂが、詳しい事情を知らないまま、単に経理担当者として金銭を交付した

とみる余地があると説示して、被告人Ｂの関与を認めなかった（９０頁～９

１頁）。 
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 しかし、検察官が主張するとおり（趣意書９８頁～１００頁）、被告人Ａ

が、府職員の前で、教職員ではない者を動員して加配教職員がいるかのよう

に見せかける偽装工作を行うに当たり、被告人Ｂに事情を知らせないまま、

蚊帳の外に置いたという想定は、不自然であるといわざるを得ない。すなわ

ち、府職員とやり取りをする立場である被告人Ｂが事情を知らなければ、被

告人Ｂの対応の仕方によって、偽装工作が発覚してしまうおそれがあること

や、被告人Ｂが被告人Ａと共同経営しているＩ幼稚園の副園長であって、府

補助金にも強い関心を抱いていたことからすると、被告人Ａが被告人Ｂに偽

装工作について知らせないということは、考え難い。また、被告人Ｂが、本

件調査当日になぜ来たか事情も分からないまま、漫然と P27 と P26 にお礼の

名目で現金を支払うということも考え難い。 

 以上のとおり、原判決の説示の合理性には疑問がある上、事実取調べの結

果によって明らかとなった上記①ないし⑥の事実、とりわけ、被告人Ｂが被

告人Ａとともに、P25 に対し、先生が多い方が手厚くしているようでいいな

どと話して、本件調査のために応援を連れてくるように依頼したことや、本

件調査当日も、教員ではない P27 及び P26 に対し、P25 を介して、先生らし

く堂々と振る舞うようにとの伝言をしたことなどからすると、被告人Ｂが偽

装工作について認識し、主体的に関わったことは明らかに認められる。 

 これに対し、弁護人は、㋐被告人Ｂの原審公判及び当審公判における供述

に依拠して、P27 及び P26 に対する支払いは、過去にバザーや将棋大会の手

伝いをしてくれたこと、小学校の先生になりたいという気持ちがある両名の

ことをかわいらしく思っていたこと、大学の入学や卒業のお祝いを兼ねてい

たことを理由とするものであるし、 仮に被告人Ｂが偽装工作に対する謝礼

と認識していたのであれば、領収証を作成するといった不正行為の痕跡をわ

ざわざ残す方法を採らないはずであるから、P27 及び P26 に対する支払いは、

偽装工作に対する謝礼ではないと主張する（答弁書４４頁～４５頁、弁論８
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７頁）。しかし、㋐については、その元となる被告人Ｂの供述は、過去の手

伝いに対するお礼や入学、卒業のお祝いという趣旨を含むお金を、６月１０

日という時期になって、しかも、わざわざ領収証をもらった上で渡すという

のは、不自然であることや、そもそも P25 に対する本件調査への応援依頼自

体を否定していることに照らし、信用できないから、当たらない主張である。

についても、本件調査のため人を集めるという行為は隠すのが難しく、現

金を交付したことも口止めするとかえって疑われるから、領収証を渡して、

その趣旨について弁解することにしたとみることが可能であって、指摘され

た事情は、偽装工作に対する謝礼であることと矛盾しない。 

 ｄ 上記ａないしｃで述べたところによれば、検察官が主張するとおり、

本件調査当日、Ｉ幼稚園では、教職員ではない者を呼んで加配教職員がいる

ように見せかける偽装工作が行われ、被告人Ｂが、被告人Ａとともに、同偽

装工作に主体的に関与したことが認められるから、原判決がこれらの事実を

認めることはできないと認定、判断したのは、不合理であり、誤りである。

そして、上記事実は、被告人Ｂにおいて、障がい幼児への配慮のため通常の

業務においてかける以上に別途、人件費等の特段の経費をかけた上で、上記

の配慮を行うのでなければ、府市補助金等は受給できないと認識していたこ

とを推認させる事情である。 

  小括 

 上記 の平成２３年度の P24 とのやり取りや、上記 の平成２８年６月の

補助金調査における偽装工作への関与によれば、被告人Ｂにおいて、障がい

幼児への配慮のため通常の業務においてかける以上に別途、人件費等の特段

の経費をかけた上で、上記の配慮を行うのでなければ、府市補助金等は受給

できないと認識していたことが推認され、これに反する被告人Ｂの供述は、

上記 のとおり信用できないから、この推認を妨げるものではない。 

 したがって、被告人Ｂは、補助金等が特別支援教育にかかった人件費等を
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対象としており、府市補助金等の交付を受ける要件として、特別支援教育を

行っている必要があることについて認識していたものと認められ、この認識

が認められないとした原判決の認定、判断は不合理であり、是認できない。 

 ウ 被告人Ｂのその余の故意について 

 ここで、これまで検討した特別支援教育に係る被告人Ｂの認識のほか、府

市補助金等の詐欺の故意における被告人Ｂのその余の認識についても、検討

しておく。 

  特別支援教育が行われていないことの認識について 

 両幼稚園において、「教育上特別な配慮」すなわち特別支援教育が行われ

ていなかったことは、先に述べたとおりであり、障がい幼児の支援のために

殊更、教職員を雇用して配置することはなかったし、手当等の特別の人件費

をかけることもなかったと認められる（Ｋ８頁～９頁）。 

関係証拠（原審被告人Ｂ６頁～１０頁、６９頁～７１頁、甲４６）によれ

ば、被告人Ｂは、両幼稚園の副園長として、両幼稚園の教育実務に携わり、

日常的に教職員、園児及びその保護者と接し、個々の園児の処遇上の問題点

を把握し、教職員会議にも頻繁に出席し、主任教員や担任教員から必要な業

務報告を受け、教職員や保護者へのアドバイスも行っていたこと、被告人Ｂ

は、両幼稚園において、経理担当者として、小口現金及び預貯金の管理や出

納を行っており、また、Ｋ税理士に宛てて、毎月、通帳の写しや領収証等を

郵送し、給与計算に必要な情報をその都度伝えるなどしていたことが認めら

れる。 

上記のように、被告人Ｂが現場をよく知る責任者であり、かつ、経理担当

者であったことからすれば、被告人Ｂは、両幼稚園において、障がい幼児に

対する継続的な配慮（支援、援助、世話、見守りを含む。）のために、教職

員を特別に雇用するとか、配慮に対する特別の手当てを支給するなどしてお

らず、それに伴う人件費等の特段の経費が発生していないことや、そのよう
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な立場の教職員がいないことを十分認識していたものと認められる。したが

って、被告人Ｂには、両幼稚園のいずれにおいても特別支援教育が行われて

いないことの認識があったと認められる。 

  保護者同意の認識及び府市補助金等の交付申請の認識について 

 原判決が、被告人Ｂにおいて、府市補助金等の交付を受ける要件として、

障がい幼児等の保護者から保護者同意を得る必要があること、両幼稚園のい

ずれにおいても、保護者同意が得られていないこと、両学園が府市補助金等

の交付を申請し、その交付を受けたことについて、全て認識していたと認定

した点は、その理由も含めて、正当と認められる（９３頁～９６頁）。した

がって、原判決が、被告人Ｂにおいて、被告人Ａが保護者同意の存在を偽っ

て両学園への府市補助金等の交付を申請し、交付を受けたと認識しており、

その意味で、被告人Ｂに詐欺の故意を肯定したことも是認できる。 

  教育上特別な支援を行っていたように装う欺罔行為についての被告人

Ｂの認識について 

 既に認定したとおり、被告人Ｂは、詐欺の故意を認定するのに必要な限度

で、府市補助金等の交付要件である特別支援教育の内容について認識してお

り、また、両幼稚園において特別支援教育が行われていないのに、被告人Ａ

の申請により府市補助金等が交付されていることを認識していた。これらの

ことに、平成２３年度の P24 とのやり取り及び平成２８年６月の補助金調査

への被告人Ｂの関与の各事実を併せ考えれば、被告人Ｂは、本件府市補助金

等の詐欺について、被告人Ａが教育上特別な支援を行っているように装う欺

罔行為をしていることを認識していたものと認められ、その意味でも詐欺の

故意を肯定することができる。 

 上記の認定は、被告人Ｂに保護者同意の関係で詐欺の故意が認められるこ

ととも整合する。すなわち、被告人Ｂが特別支援教育について、被告人Ａの

申請に何ら虚偽が存在しないと認識していたならば、保護者同意の手続につ



89 

いて虚偽の申請をする理由も必要性も考え難く、むしろ積極的に保護者同意

の手続をとるのが自然であるにもかかわらず、被告人Ｂは、保護者同意を得

ていないことを認識しながら、それを得ようとはしなかったのであり、これ

は、特別支援教育の関係でも申請に偽りがあることの認識につながる事実で

ある。同旨をいう検察官の主張は、正当である（趣意書７５頁～７６頁、弁

論１５頁～１６頁）。 

 ⑷ 検察官の事実誤認の論旨中、共同正犯の成立について 

 原判決は、「被告人Ｂに、虚偽の府市補助金等の申請をしてこれを詐取す

ることについて、被告人Ａとの間での意思の連絡や正犯性を認めるに足りる

証拠はないから、被告人Ａと被告人Ｂとの間に共謀があったとは認められな

い」と説示して、被告人Ａとの共同正犯の成立を否定する。すなわち、原判

決は、検察官が、被告人Ｂについて、被告人Ａとの共謀が成立する根拠とし

て指摘する、①被告人Ｂが被告人Ａと特別支援教育や保護者同意の存否を偽

ることにつき、遅くとも平成１４年頃に、意思を通じていなかったとすれば、

補助金が交付される理由を尋ねたり、書面の作成をやめるなどするはずであ

るのに、実際には府市補助金等の交付申請を続けていること、②被告人Ｂは、

P24 に対し、専門の栄養士を雇っているなどと述べ、被告人Ａの作成する書

面と整合する申告をしたこと、③被告人Ｂは、平成２４年度において、府職

員から送付された書面に「養護にメスが入りましたね。」などと記載してＫ

税理士に送付したことにつき、いずれも検察官の主張を排斥した。具体的な

内容をみると、原判決は、①について、被告人Ｂは、補助金等の交付がなさ

れたときに、それを前提にして両幼稚園の経理処理を行っていたにすぎない

とみる余地が十分にある、②について、前提となる事実が認められない、③

について、この文言は、それまでの両幼稚園に係る府市補助金等の申請が要

件を欠くものであったとか、被告人Ｂにそのような認識があったと当然に解

釈できるものではないと説示した（９６頁～９７頁）。 
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 しかし、原判決の②の説示は、その認定が誤っているし、①、③の説示も、

被告人Ｂは、補助金等が特別支援教育にかかった人件費等を対象としており、

府市補助金等の交付を受ける要件として、特別支援教育を行っている必要が

あることについて認識していたとは認められないという原判決の誤った認定

を前提としている点で、当を得ないものである。 

 そこで、被告人Ｂに、被告人Ａが特別支援教育と保護者同意の双方の関係

で虚偽申請をすることの認識が認められることを前提として、被告人両名間

の虚偽申請についての意思の連絡の有無及び被告人Ｂの正犯性について、当

審において改めて検討する。 

 ア 被告人両名間の虚偽申請についての意思の連絡の有無について 

 上記⑶のとおり、被告人Ｂは、平成２３年度から平成２８年度までの間に

おける両幼稚園に係る府市補助金等について、被告人Ａが特別支援教育の点

及び保護者同意の点を偽る内容虚偽の書類を提出して、虚偽申請をしている

ことを認識していた。 

 そして、被告人Ｂは、原判決が認定するとおり（９１頁～９２頁）、Ｉ幼

稚園の平成２３年度の府補助金の申請に係る各副申書の園長名の欄に被告人

Ａの名前を記入したり、平成２６年度市交付金の請求書の振込先の口座名義

の欄に学校法人や代表者の名前等を記入したりするなど、虚偽申請書類の作

成に関与している。 

また、既に説示したとおり、被告人Ｂは、平成２３年、P24 に対し、被告

人Ａに代わる折り返しの電話で、食物アレルギーの園児のために専門の栄養

士を雇っていると虚偽を述べており、これは、被告人Ａが副申書等に記載し

た虚偽の内容と合致しているし、被告人Ｂは、平成２８年６月の補助金調査

において、被告人ＡとともにＩ幼稚園に配置された教職員の人数を実際以上

に見せかける偽装工作に関与し、P27 及び P26 に謝礼を渡すなどした。さら

に、被告人Ｂは、経理担当者として、交付された府市補助金等の受入れ口座
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を管理し、その支出に関わっていた。 

 加えて、経常費補助金事件でも指摘したとおり、被告人Ｂは、両幼稚園を

夫である被告人Ａとともに共同経営しており、補助金の受給に強い関心と執

着を抱いていた。 

 以上によれば、府市補助金等の虚偽申請について、被告人両名の間に意思

の連絡があったことを優に認定でき、これと同旨をいう検察官の主張は正当

である。 

 イ 被告人Ｂの正犯性について 

 被告人Ｂは、府市補助金等の申請手続について、これを被告人Ａに任せつ

つも、上記のとおり、様々に重要な関与を行ったほか、その立場に照らして、

府市補助金等の受給について被告人Ａと共通の利害関係を有しており、受給

についての関心も高く、動機を肯定することができる。以上に照らせば、被

告人Ｂに正犯性が認められることは明らかであり、これと同旨をいう検察官

の主張は正当である。 

 なお、「養護にメス」云々の記載については、経常費補助金事件で説示し

たとおり、被告人Ｂの補助金に対する強い関心を示す一事情として捉えるの

が相当である。 

 ⑸ 検察官の事実誤認の論旨に対する結論 

 以上のとおり、本件起訴に係る府市補助金等の虚偽申請について、被告人

Ｂには、被告人Ａによる虚偽申請の認識及び被告人Ａとの共謀を認めること

ができる。 

また、検察官は、被告人Ａに対する事実誤認の論旨として、原判決が、被

告人Ａについて、被告人Ｂとの共謀を認めず、単独犯として認定したことに

は、判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認があると主張する。しか

し、経常費補助金事件と同様、被告人Ａは、特別支援教育費事件の首謀者で

あり、実行行為の全てを 1 人で行って、主体的、積極的に犯行を主導したの
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に対して、被告人Ｂは、あくまで被告人Ａの下、従属的に関与したにすぎな

いのであるから、被告人Ｂとの共同正犯としての被告人Ａの犯情は、単独犯

としてみたときと比べ、有意な差異があるとはいえない。したがって、被告

人Ａの単独犯とする原判決の事実誤認が、被告人Ａに対する判決に影響を及

ぼすことが明らかであるとは認められないのであって、結局のところ、この

点についての検察官の事実誤認の論旨は理由がない。 

第３ 法令適用の誤りの論旨について 

 被告人Ａの法令適用の誤りの論旨は、原判決は、サステナブル補助金事件、

経常費補助金事件及び特別支援教育費事件に係る被告人Ａの行為に詐欺罪な

いし詐欺未遂罪を適用したが、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（以下「補助金適正化法」という。）２９条１項は刑法２４６条１項の

特別規定であって、欺罔行為による補助金等の詐取については、刑法２４６

条１項の適用が排除され、特別法である補助金適正化法２９条１項に違反す

る補助金等不正受交付罪を適用すべきであるから、被告人Ａの行為に詐欺罪

ないし詐欺未遂罪を適用した原判決には、法令適用の誤りがあり、補助金等

不正受交付罪と詐欺罪の法定刑の違いに照らすと、これが判決に影響を及ぼ

すことは明らかである、というものである。 

 しかし、「人を欺いて補助金等又は間接補助金等の交付を受けた旨の事実

について詐欺罪で公訴が提起された場合、当該行為が補助金適正化法２９条

１項違反の罪に該当するとしても、裁判所は当該事実について刑法２４６条

１項を適用することができる（令和３年６月２３日最高裁第三小法廷決定・

刑集７５巻７号６４１頁）。」と解するのが相当であるから、これに反する

論旨は、採用の余地がない。 

 被告人Ａの法令適用の誤りの論旨は理由がない。 

第４ 量刑不当の論旨について 

 被告人Ａの量刑不当の論旨は、被告人Ａを懲役５年に処した原判決の量刑
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は、重過ぎて不当である、というものである。 

 先に述べたサステナブル補助金事件、経常費補助金事件及び特別支援教育

費事件からなる本件について、原判決が（量刑の理由）の項で認定、説示し

た量刑事情及びその評価はいずれも相当であって、被告人Ａを懲役５年に処

した原判決の量刑が重過ぎて不当であるとはいえない。 

 １ サステナブル補助金事件について 

 弁護人は、原判決が、工事代金等の額や実施設計の着手の時期について偽

るために虚偽の契約書の作成まで行っており、手口が巧妙かつ大胆であると

指摘した点について、これらの手口を考案し実際に主導しているのは、被告

人らではなく、P1 らＥ社関係者であるとして、次のとおり主張する。すな

わち、①サステナブル補助金事件は、Ｅ社関係者が被告人らの何らの指示な

く、約２２億円の見積書を添付して事業提案申請書を提出するなどして、補

助金受給までの絵を描き、主導したものである、②この間、Ｅ社関係者は、

補助金申請に関する詳細な報告をすることなく、被告人らの減額要請を事実

上無視し続け、建築費用を下げず、被告人らが予定していた建築費用をやむ

なく増額せざるを得ない形で、建築工事に係る契約に至らしめ、国有地の地

代も継続的に発生する中で、補助金を受給しなければ高額な建築費用をまか

なうことができない状況に追い込んだ。以上のとおり主張する（趣意書２０

４頁～２０５頁）。しかし、①については、原判決が指摘するとおり（４０

頁）、事業提案申請書の提出に先立ち、被告人らが本来よりも多額の補助金

をもらいたいという趣旨の話をし、P1 らの行為がその意思を受けてのもの

と考えられる上、本件事業提案申請の約１週間後には被告人らも事後的に説

明を受けたという事実関係が存することや、既に述べた犯行による利益の帰

属主体も考慮すれば、当たらない主張である。②についても、正犯性の検討

において述べたとおり、被告人らが自らの判断により建設工事請負契約に応

じたことを無視する当たらない主張である。そうすると、虚偽の契約書の作
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成という手口がＥ社関係者の提案によるものであることは、これに了承を与

え、関与した被告人らの犯情評価を左右しない。 

 弁護人は、原判決が、交付された補助金について私的流用を目的とするも

のではないとはいえ、無理な資金計画を補助金の詐取によって補おうとする

ことは安易であると指摘した点について、結果的に無理な資金計画になって

しまったことは、Ｅ社関係者の責任であるとして、上記②と同様の主張をす

る（２０５頁～２０６頁）。しかし、この主張が当たらないことは上記のと

おりであるし、資金計画上無理であるならば、計画変更や撤退で対処すべき

は当然であって、原判決の指摘は誠に正当である。 

 弁護人は、補助金の申請主体にとって、①できる限り多額の補助金の交付

を受けたいという意向を有することは、何ら不当なものではないし、②補助

金自体は、設計費用や建築費用の一部として、設計業者及び建築業者に支払

われるものであるから、原判決は、設計業者や建築業者の受け得る利益を過

少評価し、形式的な補助金受給主体であるＣ学園ないし被告人らの利益が特

別に大きいという誤った評価の下に、量刑をしていると主張する（趣意書２

０６頁～２０７頁）。しかし、①について、原判決は、被告人らが犯行の中

心的な立場であったと認められる理由の一つとして、被告人らの意向に言及

したにすぎず、それ自体を非難しているわけではない。②についても、被告

人らが自らの負担で支出すべき設計費用や建築費用の一部が、詐取した補助

金でまかなわれることになるから、被告人らが最大の利益主体であることは

動かない。 

 ２ 経常費補助金事件及び特別支援教育費事件について 

 弁護人は、①被告人Ａは、被告人両名が専任教職員該当性を欠くことにつ

いて、明確かつ積極的な故意まではなかった、②両幼稚園では、障がい幼児

の特性に応じた継続的な支援行為、特別な配慮行為を現実に行っていた、③

両幼稚園とも、毎年行われる大阪府の監査において問題点を指摘されておら
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ず、犯行が長期間にわたった一因となっている、④被告人Ａは、特別な配慮

行為のために保護者から徴収する保育料を値上げしないで済むようにするた

め、特別支援教育費事件に及んだなどと主張する（趣意書２０９頁～２１２

頁）。 

 しかし、①については、既に説示したとおり、被告人両名に係る経常費補

助金について、被告人Ａには詐欺の確定的故意が認められるから、前提を欠

く主張である。②について、両幼稚園における支援、配慮は、特別支援教育

という府市補助金等の交付要件を満たす内容ではなかった上、この交付要件

を偽った詐欺の犯情として、②の事情を格別斟酌すべきものとは考えられな

い。③については、監査で発覚しないのをよいことに、違法行為を続けると

いう発想自体が非難されるべきである。④について、原判決は、経常費補助

金事件と同様に、交付された補助金等が両幼稚園の運営資金に充てられてい

て、私的流用を目的とするものではないことを、ある程度考慮しているとみ

られる上、たとえ保育料の値上げを避けるという理由もあったにせよ、運営

資金の不足を府市補助金等の詐取という不正な手段で補おうとしたことは、

原判決指摘のとおり、正当化できない。 

 ３ 全般について 

原判決は、上記のとおり、適切に犯情を評価した上、Ｃ学園がサステナブ

ル補助金の受給額の全額である５６４４万円余りを返還したこと、Ｃ学園の

民事再生手続において、同学園が、過去に交付を受けた補助金等の返還債務

につき、一部の免除を受けた後、大阪府に対して６０万円を、大阪市に対し

て３２万４７５２円をそれぞれ弁済し、さらに、その残額を再生計画に基づ

き弁済することが見込まれること、被告人Ａに前科前歴がないこと、経常費

補助金事件及び特別支援教育費事件の一部については不正受給を認めて謝罪

の気持ちを表していることなど、被告人Ａのために有利に酌むべき事情も考

慮に入れて、被告人Ａに対する量刑をしたものである。 
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弁護人は、被告人らが長期間身柄を拘束された上、小学校建設の夢が絶た

れるなど、教育事業に携わることができなくなり、有していた財産を失うな

どして社会的制裁を受けていることを刑の量定に当たって考慮すべきである

と主張する（趣意書２１３頁）。しかし、社会的制裁は、考慮するにも限度

がある一般情状に属する事柄である上、身柄拘束の点については、未決勾留

日数の算入で適切に考慮されているし、その他の点も、被告人らの自業自得

といわざるを得ないのであって、原判決の量刑事情に関する検討が不十分で

あるとはいえない。 

弁護人の主張は、いずれも採用できず、被告人Ａに対する原判決の量刑は、

偏りのない事案相応の評価をしたものとして是認でき、これが重過ぎて不当

であるとはいえない。  

 当審における事実取調べの結果によれば、被告人Ａが理事長を務めるＧ学

園は、大阪府から提起されていた平成２３年度から平成２５年度までの経常

費補助金及び府特別支援教育費補助金の返還請求訴訟につき、令和３年５月

１２日、原告府の請求を全部認諾したこと、府は、この認諾調書に基づき、

強制執行として、Ｇ学園が有する供託金還付請求権及び供託利息払渡請求権

の差押命令を申し立て、同年６月３日、債権差押命令が発せられ、これによ

り、府は、供託金２１３４万１５２５円及びその利息を収受することになっ

たことが認められる（当審弁書５５、同５６）。そうすると、Ｇ学園は、本

件起訴に係るＪ保育園関係で詐取した府特別支援教育費補助金合計１８８１

万６０００円のうち、上記返還請求訴訟で請求されていた６２７万２０００

円については、弁償をしたものと認められる。しかし、本件各犯行による被

害金額全体のうち弁償未了の額がなお相当多額に及んでいることからすれば、

以上に加えて、上記の債権差押えにより、上記被害弁償分を元金とする延滞

金及び加算金の支払いがされ、更に起訴されていないＪ保育園関係の経常費

補助金について、弁償や延滞金及び加算金の支払いがされたことを考慮して
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も、原判決の量刑を見直すべきものとは考えられない。また、民事再生手続

の過程で、Ｉ幼稚園が休園となり、その土地建物が売却されるに至ったこと

も認められるが（当審弁書５８～同６０）、同じく原判決の量刑を見直すほ

どの事情とは考えられない。 

 その他、弁護人は、民事再生事件を担当する再生裁判所及び再生管財人の

不当な手続によって、Ｃ学園の再建が不可能となったという事情や、本件が

国策による不当な起訴であることを量刑上考慮すべきであるなどとも主張す

るが（弁論２８頁～３１頁）、いずれも採用の余地がない主張である。 

 被告人Ａの量刑不当の論旨は理由がない。 

第５ 結論 

 １ 以上に述べたとおり、検察官の被告人Ａに対する本件控訴及び被告人

Ａの本件控訴は、いずれも理由がないから、刑訴法３９６条により、いずれ

もこれを棄却し、当審における訴訟費用は刑訴法１８１条１項ただし書を適

用して、被告人Ａに負担させないこととする。 

 ２ 他方、原判決が、サステナブル補助金事件について、被告人Ｂを被告

人Ａとの共同正犯として有罪と認定した点に事実の誤認はなく、被告人Ｂの

事実誤認の論旨は理由がないが、原判決が、被告人Ｂについて、経常費補助

金事件の詐欺の故意及び被告人Ａとの共謀を認めず、また、特別支援教育費

事件の詐欺の故意の一部及び被告人Ａとの共謀を認めなかった点は、事実を

誤認したものといわなければならず、その誤りが判決に影響を及ぼすことは

明らかであるから、検察官の被告人Ｂに対する事実誤認の論旨は理由があり、

被告人Ｂの法令適用の誤り及び量刑不当の論旨について判断するまでもなく、

原判決中、被告人Ｂに関する部分は破棄を免れない。 

 ３ 破棄自判 

 そこで、刑訴法３９７条１項、３８２条により原判決中、被告人Ｂに関す

る部分を破棄し、同法４００条ただし書により、直ちに当裁判所において自
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判すべきものと認め、更に次のとおり判決する。 

（当裁判所が新たに認定した事実） 

 原判決が被告人Ａの関係で摘示する原判示罪となるべき事実第２の本文３

行目の「統括していたものであるが」を、「統括していたもの、被告人Ｂは、

Ｉ幼稚園の副園長として、被告人Ａが行う業務を補佐するなどしていたもの

であるが、被告人両名は共謀の上」と改め、同第３の本文４行目の「統括し

ていたものであるが」を、「統括していたもの、被告人Ｂは、両幼稚園の副

園長として、被告人Ａが行う業務を補佐するなどしていたものであるが、被

告人両名は共謀の上」と改め、同第４の本文２行目の「統括していたもので

あるが」を、「統括していたもの、被告人Ｂは、Ｉ幼稚園の副園長として、

被告人Ａが行う業務を補佐するなどしていたものであるが、被告人両名は共

謀の上」と改めるほか、被告人Ａに関する原判示第２、第３及び第４の各事

実（別表を含む。）と同一であり、以下、順次、被告人Ａと同様に罪となる

べき事実第２、第３及び第４として表記する。 

（法令の適用） 

罰       条 

 原判示第１の行為 

            刑法６０条、２４６条１項（包括一罪） 

 当裁判所が認定した上記第２、第３の１、第３の３及び第４の１の各行為 

            別表１の番号１ないし６、別表２の番号１ないし

５、別表３の番号１ないし３、別表４の番号１な

いし３の番号ごとに刑法６０条、２４６条１項

（ただし、別表１の番号１と番号２、番号３と番

号４、番号５と番号６、別表４の番号１と番号２

はそれぞれ包括して） 

 当裁判所が認定した上記第３の２、第４の２の各行為 
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            それぞれ刑法６０条、２５０条、２４６条１項 

併 合 罪 の 処 理   刑法４５条前段、４７条本文、１０条（犯情の

最も重い原判示第１の罪の刑に法定の加重） 

未決勾留日数の算入   刑法２１条 

訴訟費用の不負担   原審及び当審における訴訟費用につき刑訴法１

８１条１項ただし書 

（量刑の理由） 

 サステナブル補助金事件についての犯情や被害弁償、被告人Ａと対比し

た被告人Ｂの刑事責任の程度は、原判示（量刑の理由）の１に記載された

とおりである。経常費補助金事件及び特別支援教育費事件については、い

ずれもその手口が巧妙かつ大胆であること、長期間にわたり多額の補助金

を詐取しており、結果が重大であること、交付された補助金等はいずれも

各幼稚園の運営資金に充てられており、私的流用を目的とするものではな

いが、犯行は正当化されないことが指摘できる一方、酌むべき事情として、

被告人Ｂは、虚偽申請の実行行為に及んでおらず、手口についても、詳細

を把握していたわけではなく、各犯行において従属的な立場にあったこと、

経常費補助金事件については、全体の故意責任を免れないものの、被告人

両名及び P7 並びに平成２６年度の P6 については、虚偽申請の認識が認めら

れないこと、Ｃ学園の民事再生手続において、大阪府に対して６０万円を、

大阪市に対して３２万円余りをそれぞれ弁済し、大阪府に対する残額１８

９万９６９８円も弁済が見込まれること、上記債権差押えにより、本件起

訴に係るＪ保育園関係で詐取した府特別支援教育費補助金合計１８８１万

６０００円のうち、６２７万２０００円の弁償がなされ、加えて、これを

元金とする延滞金及び加算金の支払いがされ、更に起訴されていないＪ保

育園関係の経常費補助金について、弁償や延滞金及び加算金の支払いがさ

れたことなどを指摘できる。そして、全般について、被告人Ｂには見るべ
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き前科がないことも指摘できる。これらを総合考慮し、被告人Ａに対する

量刑との均衡も踏まえると、被告人Ｂに対しては、主文の実刑に処するの

が相当である。 

 よって、主文のとおり判決する。 

  令和４年４月１８日 

    大阪高等裁判所第５刑事部 

        裁判長裁判官  西   田   眞   基 

 

   裁判官五十嵐常之は退官のため、裁判官武田義 は差支えのため、い

ずれも署名押印することができない。 

 

        裁判長裁判官  西   田   眞   基 


